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喜多方市行政改革実施計画

平成28年度取組実績

平成29年９月



。

①行政評価システムの推進
②効率的・効果的な事務事
業の推進

③負担金補助及び交付金
の適正化

①人材育成基本方針に基づ
く自己啓発、研修内容と機
会の充実

②職員提案制度の推進
③地方公共団体等との人事
交流

④人事評価システムの構築
⑤市のすべての事務事業におけ
る環境負荷低減活動による二酸
化炭素排出量の削減

①喜多方市定員適正化計
画に基づく定員管理

②給与制度の適正運用
③保育所、幼稚園施設の統
合化、一体化の推進

④組織機構等の見直し ⑤横断的な組織連携の推進

⑥次期業務システム導入に
おける自治体クラウド等採
用の検討

⑦事務の適切な対応と迅速
化

　
⑧公共交通のあり方（予約
型乗合交通の運行）

⑩公民館の組織体制の見直し

①民間委託・民営化の調査
検討、推進

②指定管理者制度の活用 　

①計画的・健全な財政運営
②新地方公会計制度への
移行【新規】

①市税等における目標数値
の設定と収納率向上対策

②土地等処分可能な財産の
売却

③事業所等からの広告掲載
等による自主財源確保の検
討

④使用料及び手数料の見
直し

 

①計画的・健全な経営
②民間委託の調査検討、推
進

③水道未加入者の加入促
進

④下水道未加入者の加入
促進

⑤地方公営企業法適用の
推進【新規】

 

(4)財産等の有効活用の推進 ①公用車の効率的な運用 ②先行取得用地の利活用
③活用されていない施設の
有効活用

④市有集会施設の無償譲
渡の推進

⑤公共施設マネジメントの
推進【新規】

 

　 ⑳先行取得用地の利活用
㉑活用されていない施設の
有効活用

　

(1)市民の意見の反映
①政策決定過程等における
市民参画の推進

②公共施設のアンケート調
査 　

(2)市政の透明性の確保 ①各種行政情報の発信

①協働体制の推進 ②自治基本条例の導入
③地球環境にやさしいまち
づくり

④各種団体等の統合促進
⑤男女共同参画社会の実
現に向けた取組の推進

⑥ＮＰＯ・ボランティア活動団
体・行政区や市民団体等へ
の支援と連携

(1)事務事業の重点化と見直し

大綱１　市民の視点に立大綱１　市民の視点に立大綱１　市民の視点に立大綱１　市民の視点に立
ち、ニーズに的確に対応ち、ニーズに的確に対応ち、ニーズに的確に対応ち、ニーズに的確に対応
する効率的・効果的な行する効率的・効果的な行する効率的・効果的な行する効率的・効果的な行
政運営の取組政運営の取組政運営の取組政運営の取組

(2)職員の意識改革と人材育成の推進

(3)効率的・効果的な組織体制と市民
サービスの向上

(4)民間委託等の推進

　

(1)計画的な財政運営の推進

大綱２　持続可能で安定し大綱２　持続可能で安定し大綱２　持続可能で安定し大綱２　持続可能で安定し
た財政基盤確立の取組た財政基盤確立の取組た財政基盤確立の取組た財政基盤確立の取組

(2)歳入の確保

(3）地方公営企業（水道事業）及び下水
道事業の健全経営

大綱３　市民との協働・連大綱３　市民との協働・連大綱３　市民との協働・連大綱３　市民との協働・連
携の推進による行政運営携の推進による行政運営携の推進による行政運営携の推進による行政運営
の取組の取組の取組の取組

(3)協働・連携によるまちづくりの推進
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●この調書の見方●この調書の見方●この調書の見方●この調書の見方

        

２７年 ２８年 取組実績 取組進捗状況 達成判定

継続して取組を行う
・提案件数10件

継続して取組を行う
・提案件数10件

－－－－ 今後、職員提案審今後、職員提案審今後、職員提案審今後、職員提案審
査会の審査に付査会の審査に付査会の審査に付査会の審査に付
する予定。採用決する予定。採用決する予定。採用決する予定。採用決
定となった提案定となった提案定となった提案定となった提案
は、実施に努めは、実施に努めは、実施に努めは、実施に努め
る。る。る。る。

総務課

【実績】 【実績】

新たな定員適正化計画
（平成28・29年度）を策定
し、定員管理を行う

新たな定員適正化計画に
基づく定員管理を行う

新たな定員適正化
計画の策定に向け
第2次定員適正化計
画の実施状況を検
証するとともに、基
本方針、計画目標に
つぃて調整してい
る。

取組実績に記載のとおり、
現在調整している。

－－－－ ---- 策定作業を進策定作業を進策定作業を進策定作業を進
め、平成27年め、平成27年め、平成27年め、平成27年
度中の策定完度中の策定完度中の策定完度中の策定完
了に努める。了に努める。了に努める。了に努める。

総務課

【実績】 【実績】

  この調書は、「喜多方市行政改革大綱」（平成27年6月策定）に基づき、基本項目、実施項目と概要、具体的な取組内容等とその取組実績を掲載しています。
　それぞれの項目の説明については、下記のとおりです。

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 大綱 基本項目 実施項目と概要実施項目と概要実施項目と概要実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）

設定する目標値等 考えられる取
組効果

平成28年度の取組進捗 取組効果取組効果取組効果取組効果
（数値化）（数値化）（数値化）（数値化）

取組実績と達成状況を取組実績と達成状況を取組実績と達成状況を取組実績と達成状況を
踏まえた今後の方向踏まえた今後の方向踏まえた今後の方向踏まえた今後の方向

性性性性
担当課

5555

大綱１
市民の
視点に
立ち、
ニーズに
的確に
対応する
高率的・
効果的
な行政
運営の
取組

⑵職員の意
識改革と人
材育成の推
進

②職員提案制度の推進②職員提案制度の推進②職員提案制度の推進②職員提案制度の推進

市の施策及び事務事業の改善に関する
提案を奨励することにより、職員の市政
に対する参画意識の高揚及び行政効果
の向上を図るため、職員提案制度を実施
する。

職員の意識改
革が推進され
るとともに、市
民サービスの
向上等につな
がる。

 

9月30日で提案の暮
秋を締め切った。
提案件数15件。
職員提案の募集に
あたり、所属長に対
し今年度新たに係長
職・課長補佐職に昇
格した職員、人事交
流等により新たに派
遣・復帰した職員に
ついて積極的に提
案するよう声掛けを
依頼した。

・提案件数
目標　　10件
実績　　15件
達成率　150％

特に今年度新た特に今年度新た特に今年度新た特に今年度新た
に係長に昇格したに係長に昇格したに係長に昇格したに係長に昇格した
者等に周知するよ者等に周知するよ者等に周知するよ者等に周知するよ
うにしたところ、提うにしたところ、提うにしたところ、提うにしたところ、提
案件数の増加に案件数の増加に案件数の増加に案件数の増加に
つながった。つながった。つながった。つながった。

9999

⑶効率的・効
果的な組織
体制と市民
サービスの
向上

①喜多方市定員適正化①喜多方市定員適正化①喜多方市定員適正化①喜多方市定員適正化
計画に基づく定員管理計画に基づく定員管理計画に基づく定員管理計画に基づく定員管理

職員数については、社会情勢の変動を捉
え、事務事業の見直しや類似団体の定員
を勘案し、平成27年度中に平成28年度以
降の計画を策定する。

適正な人事管
理のもと、機能
的な職員の配
置 が 図 ら れ
る。

喜多方市行政改革大綱に基づく、３つ

の大綱と、11の基本項目を示していま

す。

また、基本項目の下位に、実施項目を

示しています。

実施計画で設定した取組内容と計画期間における
各年度の目標等を示します。

平成28年度の取組実績等について記載してあります。
１ 取組実績
２ （目標に対する）取組達成状況
３ 達成判定

※下記参照
４ （取組によって得られる）取組効果

（数値化が可能なものは数値で、数値化が難しい項目は文章で記載）
５ 担当課

※※※※「３「３「３「３ 達成判定」について達成判定」について達成判定」について達成判定」について
達成判定は現在の状況をわかりやすく示すものであり、次の達成判定は現在の状況をわかりやすく示すものであり、次の達成判定は現在の状況をわかりやすく示すものであり、次の達成判定は現在の状況をわかりやすく示すものであり、次の11111111区分で示し区分で示し区分で示し区分で示し
ます。ます。ます。ます。
①①①① 取組目標を数値で設定している実施項目取組目標を数値で設定している実施項目取組目標を数値で設定している実施項目取組目標を数値で設定している実施項目

・目標に対する実績の達成状況を４区分で示します。・目標に対する実績の達成状況を４区分で示します。・目標に対する実績の達成状況を４区分で示します。・目標に対する実績の達成状況を４区分で示します。
「Ａ」「Ａ」「Ａ」「Ａ」 ９０％以上９０％以上９０％以上９０％以上
「Ｂ」「Ｂ」「Ｂ」「Ｂ」 ９０％未満～７０％以上９０％未満～７０％以上９０％未満～７０％以上９０％未満～７０％以上

「Ｃ」「Ｃ」「Ｃ」「Ｃ」 ７０％未満～５０％以上７０％未満～５０％以上７０％未満～５０％以上７０％未満～５０％以上
「Ｄ」「Ｄ」「Ｄ」「Ｄ」 ５０％未満５０％未満５０％未満５０％未満

②②②② 取組目標を数値で設定していない実施項目取組目標を数値で設定していない実施項目取組目標を数値で設定していない実施項目取組目標を数値で設定していない実施項目
・検討段階にあるもの（検討段階であり、実施が決まっていないもの）・検討段階にあるもの（検討段階であり、実施が決まっていないもの）・検討段階にあるもの（検討段階であり、実施が決まっていないもの）・検討段階にあるもの（検討段階であり、実施が決まっていないもの）

３区分３区分３区分３区分

「検討前」「検討前」「検討前」「検討前」 まだ検討に入っていないまだ検討に入っていないまだ検討に入っていないまだ検討に入っていない
「検討継続」「検討継続」「検討継続」「検討継続」 検討を継続して行っている検討を継続して行っている検討を継続して行っている検討を継続して行っている
「検討終了」「検討終了」「検討終了」「検討終了」 検討が終了し、その結果が出ている検討が終了し、その結果が出ている検討が終了し、その結果が出ている検討が終了し、その結果が出ている

・実施段階にあるもの・実施段階にあるもの・実施段階にあるもの・実施段階にあるもの ４区分４区分４区分４区分
「実施に向けた調整」「実施に向けた調整」「実施に向けた調整」「実施に向けた調整」 調査の実施や協議に向けた調整を行っている調査の実施や協議に向けた調整を行っている調査の実施や協議に向けた調整を行っている調査の実施や協議に向けた調整を行っている
「実施に向け協議中」「実施に向け協議中」「実施に向け協議中」「実施に向け協議中」 関係者等との協議を行っている関係者等との協議を行っている関係者等との協議を行っている関係者等との協議を行っている
「一部実施」「一部実施」「一部実施」「一部実施」 全体の一部を実施している全体の一部を実施している全体の一部を実施している全体の一部を実施している
「実施」「実施」「実施」「実施」 実施している実施している実施している実施している

①①①① ②②②② ④④④④

③③③③
これまでの実績を
記入しています。
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【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

継続した取組を進める。 継続した取組を進める。

【実績】
実施施策35項目（実施
内容53件）について事務
事業評価を実施。また、
外部評価委員会におい
て6事業の評価を実施し
た。

　

・費用と事業の有効性を
客観的に判断できる資
料を作成し、活用する。
・終期の設定による事業
見直しの機会の確保。
・スクラップアンドビルド
による事業の再構築と
効果的な推進。

・費用と事業の有効性を
客観的に判断できる資
料を作成し、活用する。
・終期の設定による事業
見直しの機会の確保。
・スクラップアンドビルド
による事業の再構築と
効果的な推進。

【実績】
平成28年度予算要求時
に、費用対効果分析の
活用を通知するととも
に、予算査定時におい
て、事業の見直しや再構
築について点検し予算
編成を行った。
【財政課】

　

指針の策定に向けた研
究と指針の策定。

指針の反映による見直
しに向けた各項目の検
討。

【実績】
予算査定時において、各
種負担金のあり方等に
ついて聴取するととも
に、指針の策定に向け
検討した。
【財政課】

　 引き続き検討して引き続き検討して引き続き検討して引き続き検討して
いく。いく。いく。いく。

検討継続検討継続検討継続検討継続

削減・縮小、新規の
設定及び終期の設
定による負担金、補
助金、交付金の適
正化

1111

（1）事務事
業の重点化
と見直し

3333

2222

③負担金補助及び交③負担金補助及び交③負担金補助及び交③負担金補助及び交
付金の適正化付金の適正化付金の適正化付金の適正化

継続して取り組む継続して取り組む継続して取り組む継続して取り組む
とともに、平成30とともに、平成30とともに、平成30とともに、平成30
年度当初予算編年度当初予算編年度当初予算編年度当初予算編
成においても同様成においても同様成においても同様成においても同様
に取り組む。に取り組む。に取り組む。に取り組む。

予算編成等の中で社会情勢の変化や
行政の責任範囲、経費の負担のあり
方・行政効果等を踏まえ、負担金補助
及び交付金に係る各項目について、
各種団体の主体的な活動が展開でき
るように働きかけ、より自立的、自主
運営化が図られるよう支援の見直しを
行う。

実施計画の内容 取組実績等

限られた財源の限られた財源の限られた財源の限られた財源の
有効活用が図ら有効活用が図ら有効活用が図ら有効活用が図ら
れた。れた。れた。れた。

事業の適正な見直
しによる財源の有
効活用

予算要求時に、費用対効果分
析の活用を通知するとともに、
予算査定時において、聴取し
た。

№№№№ 基本項目

実施実施実施実施

実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）
考えられる
取組効果

②効率的・効果的な事②効率的・効果的な事②効率的・効果的な事②効率的・効果的な事
務事業の推進務事業の推進務事業の推進務事業の推進

PDCAサイクルを活用した行政評価シ
ステムにより、総合計画の進捗状況
や事務事業の検証を行う。また、外部
の委員による評価を行い、意見を反
映させていく。評価の手法等について
精査を加え、行政評価システムの充
実を図る。

①行政評価システムの①行政評価システムの①行政評価システムの①行政評価システムの
推進推進推進推進

設定する目標値等

より良い行政サービスを提供するた
め、経営的視点から事業に係る費用
と効果額を算定するなど事業の有効
性を判断するとともに、終期の設定に
よる事業の見直し、スクラップアンドビ
ルドによる事業の再編など、限られた
財源を有効に活用するため、予算編
成において財政課及び各課相互に点
検を行い、事業を推進する。

総合計画の推進及
び事務事業の効率
的な見直し

④取組効果
（数値化）

企画調整課

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性

2次評価では事務2次評価では事務2次評価では事務2次評価では事務
事業の新総合計事業の新総合計事業の新総合計事業の新総合計
画への移行につ画への移行につ画への移行につ画への移行につ
いての方向性がいての方向性がいての方向性がいての方向性が
示された。外部評示された。外部評示された。外部評示された。外部評
価委員会では行価委員会では行価委員会では行価委員会では行
政外部の客観的政外部の客観的政外部の客観的政外部の客観的
な視点から評価な視点から評価な視点から評価な視点から評価
がなされ、各課のがなされ、各課のがなされ、各課のがなされ、各課の
事務事業内容の事務事業内容の事務事業内容の事務事業内容の
見直しが行われ見直しが行われ見直しが行われ見直しが行われ
た。た。た。た。

・旧総合計画が平成28年度で
最終年度であることから、新総
合計画への移行を視野に入
れ、第8期2ヶ年実施計画に掲
げる660事業から除外項目該
当事業を除く全事務事業478
事業を対象として事務事業評
価の1次評価を実施。

・1次評価対象の478事業から
追加除外項目対象の40事業を
除く438事業について、事務事
業評価推進本部会議において
2次評価を実施。さらに、外部
評価委員会において6件（7事
業）の評価を実施した。評価結
果は下記のとおり。

継続：3件（4事業）
改善：3件（3事業）

担　当　課　

平成28年度の取組

新総合計画に掲新総合計画に掲新総合計画に掲新総合計画に掲
げる施策の着実げる施策の着実げる施策の着実げる施策の着実
な推進と、行政外な推進と、行政外な推進と、行政外な推進と、行政外
部の客観的な視部の客観的な視部の客観的な視部の客観的な視
点からの評価の点からの評価の点からの評価の点からの評価の
ため、推進本部会ため、推進本部会ため、推進本部会ため、推進本部会
議及び外部評価議及び外部評価議及び外部評価議及び外部評価
委員会による評委員会による評委員会による評委員会による評
価を実施してい価を実施してい価を実施してい価を実施してい
く。く。く。く。

実施実施実施実施

財政課
関係各課

費用対効果分析の活用により
事業の有効性を判断し予算編
成を行った。

これまで継続してきた事務事
業評価の視点に加え、旧総合
計画が終期を迎えることから、
事務事業が新総合計画へも移
行すべきかどうかの選定も合
わせて評価を実施した。

現在検討中であ現在検討中であ現在検討中であ現在検討中であ
り、具体的な効果り、具体的な効果り、具体的な効果り、具体的な効果
には結びついてには結びついてには結びついてには結びついて
いない。いない。いない。いない。

財政課
関係各課

指針の策定に向けた検討を
行った。

予算査定時において、各種負
担金のあり方等について聴取
し、適正化を図った。
併せて、指針の策定に向け検
討した。

3



【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）
考えられる
取組効果

設定する目標値等
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

平成28年度の取組

職員の資質の向上を図
るため、研修を実施す
る。
・自治研修センター  84
名
・自治大学校  1名
・中央アカデミー  3名
・東邦銀行  14名
・機械講習　17名
・実務教養　10回
・職場内研修　5回
目標
【派遣研修】　119名
【実務教養研修及び職
場内研修】　15回

職員の資質の向上を図
るため、研修を実施す
る。
・自治研修センター　84
名
・自治大学校　1名
・中央アカデミー　3名
・東邦銀行　14名
・機械講習　17名
・実務教養　10回
・職場内研修　5回
目標
【派遣研修】　119名
【実務教養研修及び職
場内研修】　15回

【実績】
・派遣研修
　実績　　94名
　達成率　79.0%
・実務教養研修及び職
場内研修
　実績　　17回
　達成率　113%

　

継続して取組を行う。
・提案件数10件

継続して取組を行う。
・提案件数10件

【実績】
提案件数　　　　26件
達成率　　　　　260%
採用件数　　　　　3件

　

継続して取組を行う。 継続して取組を行う。

【実績】
・相互人事交流4名
　　　福島県　　　2名
　　　米沢市　　　1名
　　　林野庁　　　1名

　

職員実務教養研職員実務教養研職員実務教養研職員実務教養研
修等の更なる充修等の更なる充修等の更なる充修等の更なる充
実を図る。実を図る。実を図る。実を図る。

新任課長補佐、新任係長、人
事交流等により復帰した職員
からの積極的な提案を依頼し
た。

③地方公共団体等との③地方公共団体等との③地方公共団体等との③地方公共団体等との
人事交流人事交流人事交流人事交流

6666

職員の意識改革を
推進することにより
視野が広まるととも
に、資質能力の向
上が図られる

自己啓発等と人材育成に向け、地方
公共団体等との相互間の人事交流を
行う。

②職員提案制度の推②職員提案制度の推②職員提案制度の推②職員提案制度の推
進進進進

①人材育成基本方針①人材育成基本方針①人材育成基本方針①人材育成基本方針
に基づく自己啓発、研に基づく自己啓発、研に基づく自己啓発、研に基づく自己啓発、研
修内容と機会の充実修内容と機会の充実修内容と機会の充実修内容と機会の充実

「喜多方市人材育成基本方針」に基づ
く職場内研修及び実務研修機会の充
実を図り、自己啓発等と人材育成の
観点に立った人事管理を行う。

職員の意識改革を
推進し、視野を広げ
るなど資質能力の
向上が図られる

5555

市の施策及び事務事業の改善に関す
る提案を奨励することにより、職員の
市政に対する参画意識の高揚及び行
政効果の向上を図るため、職員提案
制度を実施する。

4444

（2）職員の
意識改革と
人材育成の
推進

職員の意識改革が
推進されるととも
に、市民サービスの
向上等につながる

総務課

派遣研修及び実務教養研修
（職場研修）ともに、計画を上
回る実績数で取り組むことが
できた。
・派遣研修
　目標　　  119名
　実績　  　162名
　達成率　136.1%

・実務教養研修及び職場内研
修
　目標　   　     15回
　実績　   　     24回
　（参加者　1,524人）
　達成率　    160.0%

職員からの積極職員からの積極職員からの積極職員からの積極
的な提案があり、的な提案があり、的な提案があり、的な提案があり、
意識改革につな意識改革につな意識改革につな意識改革につな
がっている。がっている。がっている。がっている。

研修への参加を研修への参加を研修への参加を研修への参加を
通して職員の能通して職員の能通して職員の能通して職員の能
力及び資質の向力及び資質の向力及び資質の向力及び資質の向
上に努めた。上に努めた。上に努めた。上に努めた。

実施実施実施実施

新規採用職員29名を含む162
名の研修派遣を実施した。
新規採用職員については、公
務員としての意識の確立を図
り、執務上必要な基礎的知識
や技能を修得するとともに職
場内コミュニケーション能力の
向上等を図る研修に派遣し
た。
また、中堅職員、新任課長及
び新任係長を対象とする基本
研修や専門研修に派遣すると
ともに職場内研修を実施した。
・自治研修センター96名
・中央アカデミー、国土交通大
学校ほか66名
・実務教養及び職場内研修24
回

【派遣研修】【派遣研修】【派遣研修】【派遣研修】
ＡＡＡＡ

【実務教養研修【実務教養研修【実務教養研修【実務教養研修
及び職場内研修】及び職場内研修】及び職場内研修】及び職場内研修】

ＡＡＡＡ

ＡＡＡＡ

継続して人事交流を実施した。
・相互派遣  4名
　　福島県　2名
　　林野庁　1名
　　磐梯町　1名

左記に掲げた3団体と4名の相
互の人事交流を行った。

審査の結果5件が審査の結果5件が審査の結果5件が審査の結果5件が
採用となり、取組採用となり、取組採用となり、取組採用となり、取組
実施に向けて各実施に向けて各実施に向けて各実施に向けて各
担当課にて調整担当課にて調整担当課にて調整担当課にて調整
している。している。している。している。

・提案件数
　目標　   　 　10件
　実績　　    　22件
　達成率　　220.0%
・採用件数     5件

他の地方公共団他の地方公共団他の地方公共団他の地方公共団
体との人事交流体との人事交流体との人事交流体との人事交流
により、職員の視により、職員の視により、職員の視により、職員の視
野が広まるととも野が広まるととも野が広まるととも野が広まるととも
に、職員の意識に、職員の意識に、職員の意識に、職員の意識
改革や組織の活改革や組織の活改革や組織の活改革や組織の活
性化、交流を契機性化、交流を契機性化、交流を契機性化、交流を契機
に新たな連携にもに新たな連携にもに新たな連携にもに新たな連携にも
つながった。つながった。つながった。つながった。

継続して取組を行継続して取組を行継続して取組を行継続して取組を行
う。う。う。う。

総務課

総務課
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【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）
考えられる
取組効果

設定する目標値等
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

平成28年度の取組

・全庁で試行。
・全職員を対象とした研
修の実施。

・全庁で施行。

【実績】
構築に向けた担当者及
び評価者研修を受講し
た。
人事評価制度導入に係
る庁内での評価研修を
実施した。
全庁での試行及び全職
員を対象とした研修の実
施には至っていない。

　

環境基本方針に基づい
たPDCAサイクルによる
継続的な環境配慮活動
により、省エネルギー法
対象エネルギー（電気、
ガス、重油、灯油）の削
減を図り、使用エネル
ギーを管理する。

27年度における環境配
慮活動の評価、見直しを
行い、新たな目的、目標
及び実施計画を策定し、
継続的な環境配慮活動
を実践する。
※前年度比削減目標値
は、環境管理委員会に
おいて判断する。

【実績】
市環境マネジメントシス
テムの運用により、各実
行部門において環境推
進委員と独自目標を設
定し、環境配慮活動の
推進に努めた。
環境マネジメントマニュ
アルの改訂に取り組ん
だ。

　

新たな定員適正化計画
（平成28・29年度）を策定
し、定員管理を行う。
H28.4　定員数　512人

定員適正化計画に基づ
く定員管理を行う。
H29.4　定員数　510人

【実績】
平成28・29年度を計画期
間とした「第3次定員適
正化計画」を策定した。
H28.4.1
定員数　512人
達成率　100%

　

（2）職員の
意識改革と
人材育成の
推進

（3）効率的・
効果的な組
織体制と市
民サービス
の向上

・市環境マネジメントシステム
の運用により、各実行部門に
おいて環境推進委員と独自目
標を設定し、実施結果を事務
局（環境課）へ報告するととも
に点検・見直しを行い環境配
慮活動の推進を図った。

・事務局において環境マネジメ
ントマニュアルの改訂に取り組
んだ。

・省資源・省エネル
ギーによる環境負
荷の低減
・排出ごみの減量
化による二酸化炭
素排出量の削減
・職員の環境負荷
低減活動に対する
意識の向上
・市民及び事業者
の環境保全への意
識啓発の向上

引き続き適正な定引き続き適正な定引き続き適正な定引き続き適正な定
員管理に努める。員管理に努める。員管理に努める。員管理に努める。

職員の能力向上、
意識改革を推進し、
適正な人事管理と
組織の活性化が図
られる7777

④人事評価システムの④人事評価システムの④人事評価システムの④人事評価システムの
構築構築構築構築

9999

8888

⑤市のすべての事務⑤市のすべての事務⑤市のすべての事務⑤市のすべての事務
事業における環境負荷事業における環境負荷事業における環境負荷事業における環境負荷
低減活動による二酸化低減活動による二酸化低減活動による二酸化低減活動による二酸化
炭素排出量の削減炭素排出量の削減炭素排出量の削減炭素排出量の削減

①喜多方市定員適正化①喜多方市定員適正化①喜多方市定員適正化①喜多方市定員適正化
計画に基づく定員管理計画に基づく定員管理計画に基づく定員管理計画に基づく定員管理

市環境マネジメントシステムの運用に
より、廃棄物の減量化の推進及び省
資源・省エネルギー活動の実践、グ
リーン購入の励行と再生紙使用の徹
底など、市の事務事業における様々
な環境配慮活動を明確にし、目的、目
標及び実施計画を定め、全庁的に実
践する。これにより、二酸化炭素排出
量を削減し、地球温暖化防止等の環
境負荷低減を図る。

能力・実績に基づく人事管理の構築
に向け、客観的で公正性や透明性が
高く、実効性のある人事評価システム
を整備する。
※地方公務員法の改正により、人事
評価が平成28年4月から本格実施さ
れる。

人事評価制度を10月1日から
本格的に施行した。
職員の制度への理解を深める
ため、全職員を対象に、評価
者説明会及び被評価者説明
会を行った。

・評価者説明会
　8回（参加者203人）
・被評価者説明会
　23回（参加者199人）
・評価者研修会
　8回（参加者201人）

実施実施実施実施

実施実施実施実施

総務課

本庁、各総合支所及び出先機
関等において計39回の説明会
等を開催し、概ね9割の職員の
参加を得ることができた。
10月からの年度途中での制度
開始であったが、タイトなスケ
ジュールの中でも人事評価を
行うことができた。

説明会を重ねるこ説明会を重ねるこ説明会を重ねるこ説明会を重ねるこ
とにより職員の人とにより職員の人とにより職員の人とにより職員の人
事評価制度への事評価制度への事評価制度への事評価制度への
理解を深めるとと理解を深めるとと理解を深めるとと理解を深めるとと
もに、実務的な評もに、実務的な評もに、実務的な評もに、実務的な評
価者研修を実施価者研修を実施価者研修を実施価者研修を実施
し、人事評価を本し、人事評価を本し、人事評価を本し、人事評価を本
格実施することが格実施することが格実施することが格実施することが
できた。できた。できた。できた。

評価者・被評価者評価者・被評価者評価者・被評価者評価者・被評価者
を対象とした研修を対象とした研修を対象とした研修を対象とした研修
等を継続的に実等を継続的に実等を継続的に実等を継続的に実
施し、人事評価制施し、人事評価制施し、人事評価制施し、人事評価制
度の浸透と定着、度の浸透と定着、度の浸透と定着、度の浸透と定着、
評価精度の向上評価精度の向上評価精度の向上評価精度の向上
を図る。を図る。を図る。を図る。

・本庁舎において・本庁舎において・本庁舎において・本庁舎において
の電気、重油のの電気、重油のの電気、重油のの電気、重油の
使用量増加のた使用量増加のた使用量増加のた使用量増加のた
め、Ｈ28年度末まめ、Ｈ28年度末まめ、Ｈ28年度末まめ、Ｈ28年度末ま
での二酸化炭素での二酸化炭素での二酸化炭素での二酸化炭素
排出量の前年度排出量の前年度排出量の前年度排出量の前年度
比は23.9％増加と比は23.9％増加と比は23.9％増加と比は23.9％増加と
なった。なった。なった。なった。
新庁舎移転後の新庁舎移転後の新庁舎移転後の新庁舎移転後の
Ｈ26年度末とＨ27Ｈ26年度末とＨ27Ｈ26年度末とＨ27Ｈ26年度末とＨ27
年度末の比較で年度末の比較で年度末の比較で年度末の比較で
は31.9％増。は31.9％増。は31.9％増。は31.9％増。
増加率は下がっ増加率は下がっ増加率は下がっ増加率は下がっ
ている。ている。ている。ている。

・各総合支所と水・各総合支所と水・各総合支所と水・各総合支所と水
道課庁舎におい道課庁舎におい道課庁舎におい道課庁舎におい
ては、Ｈ27年度のては、Ｈ27年度のては、Ｈ27年度のては、Ｈ27年度の
前年度比は9.7％前年度比は9.7％前年度比は9.7％前年度比は9.7％
減となったが、Ｈ減となったが、Ｈ減となったが、Ｈ減となったが、Ｈ
28年度は、電気、28年度は、電気、28年度は、電気、28年度は、電気、
灯油、重油の使灯油、重油の使灯油、重油の使灯油、重油の使
用量が増え、前年用量が増え、前年用量が増え、前年用量が増え、前年
度比は4.8％の増度比は4.8％の増度比は4.8％の増度比は4.8％の増
加となった。加となった。加となった。加となった。

・各実行部門の環境推進委員
が環境記録をとりまとめ環境
管理責任者及び課員へ周知し
て環境負荷低減への意識向
上を図っている。

・各施設の使用エネルギー量
（電気、重油、灯油及びガス）
から二酸化炭素排出量を算定
し、新庁舎移転後の状況把握
と目標設定の基礎データとし
ている。

・二酸化炭素排出量の削減率
（平成27年度比）
 ・全施設において
　　H27年度　837,252㎏
　　H28年度　957,942㎏
　　14.4％増  削減未達成
・本庁舎分
　　H27年度　422,248㎏
　　H28年度　523,073㎏
　　23.9％増　削減未達成
・支所・水道課庁舎分
　　H27年度　415,004㎏
　　H28年度　434,869㎏
　　4.8％増　 削減未達成

総務課

計画に基づき、適計画に基づき、適計画に基づき、適計画に基づき、適
正な定員管理を正な定員管理を正な定員管理を正な定員管理を
図ることができ図ることができ図ることができ図ることができ
た。た。た。た。

ＡＡＡＡ

○全職員を対象○全職員を対象○全職員を対象○全職員を対象
とした環境に関すとした環境に関すとした環境に関すとした環境に関す
る研修会を実施る研修会を実施る研修会を実施る研修会を実施
し、職員一人一人し、職員一人一人し、職員一人一人し、職員一人一人
の意識向上を図の意識向上を図の意識向上を図の意識向上を図
る。る。る。る。

○実績を環境管○実績を環境管○実績を環境管○実績を環境管
理委員会に諮り、理委員会に諮り、理委員会に諮り、理委員会に諮り、
取組の点検、見取組の点検、見取組の点検、見取組の点検、見
直しを行う。直しを行う。直しを行う。直しを行う。

○内部監査を引○内部監査を引○内部監査を引○内部監査を引
き続き行う。き続き行う。き続き行う。き続き行う。

「第3次定員適正化計画（改訂
版　H28年度～H30年度）」を策
定し、計画に基づき定員管理
を行った。
・H29.4.1定員数
　目標    　510人
　実績　    510人
　達成率　100.0%

適正な人事管理の
もと、機能的な職員
の配置が図られる

次期行政改革大綱の策定との
整合を図るため、現行の定員
適正化計画を1年延長し、「第3
次定員適正化計画（改訂版
H28年度～H30年度）」を策定
した。

環境課

職員数については、社会情勢の変動
を捉え、事務事業の見直しや類似団
体の定員を勘案し、平成27年度中に
平成28年度以降の計画を策定する。
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【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）
考えられる
取組効果

設定する目標値等
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

平成28年度の取組

職層構造の適正化を図
るため、課長相当職の
主幹や課長補佐相当職
の主任主査等の職を整
理する。

職層構造の適正化を図
るため、課長相当職の
主幹や課長補佐相当職
の主任主査等の職を整
理する。

【実績】
平成27年4月1日付けの
組織見直し及び定期人
事異動において職層構
造の適正化に努めた。
・主任主査（技査）の整
理
　H26　16名
　H27　13名
・主幹の配置
　H26　2名
　H27　2名

　

施設の整備等。 ・幼保連携型認定こども
園移行10園
・幼稚園廃止  4園
・保育所廃止  1園

【実績】
○「喜多方市子ども・子
育て支援事業計画」に基
づき、平成28年度設置
する幼保連携型認定こ
ども園の開設に向けた
準備を進めた。
・9月定例市議会で「喜
多方市幼保連携型認定
こども園条例」、「喜多方
市保育所条例の一部を
改正する条例」、「喜多
方市立幼稚園条例の一
部を改正する条例」が議
決された。
・会津教育事務所へ「幼
稚園廃止協議書」を提出
し、県より廃止が承認さ
れた。
・会津教育事務所へ「幼
稚園廃止届」を提出し
た。
・県知事へ「幼保連携型
認定こども園設置届」を
提出した。

　

（3）効率的・
効果的な組
織体制と市
民サービス
の向上

効率的・効果的な効率的・効果的な効率的・効果的な効率的・効果的な
組織体制の構築組織体制の構築組織体制の構築組織体制の構築
と職層構造の整と職層構造の整と職層構造の整と職層構造の整
理に努める。理に努める。理に努める。理に努める。

職務の明確化に職務の明確化に職務の明確化に職務の明確化に
よる適正な配置よる適正な配置よる適正な配置よる適正な配置
及び効率的な組及び効率的な組及び効率的な組及び効率的な組
織体制が図られ織体制が図られ織体制が図られ織体制が図られ
た。た。た。た。

・計画どおり、幼稚園4園に係
る閉園作業が完了した。
【学校教育課】

・第四保育所・第一保育所の
閉所時期について、子ども・子
育て会議で検討し、閉所の時
期はそれぞれ一年延期した。
【こども課】

③保育所、幼稚園施設③保育所、幼稚園施設③保育所、幼稚園施設③保育所、幼稚園施設
の統合化、一体化の推の統合化、一体化の推の統合化、一体化の推の統合化、一体化の推
進進進進

給与の適正化10101010
②給与制度の適正運②給与制度の適正運②給与制度の適正運②給与制度の適正運
用用用用

11111111

総務課一部実施一部実施一部実施一部実施

施設の統廃合によ
る人件費・施設維持
費の削減

職層構造の適正化を図った。

・9月定例市議会へ「喜多方市
立幼稚園条例を廃止する条
例」を上程し、9月15日議決。
・9月26日、会津教育事務所へ
「幼稚園廃止協議書」を提出。
・10月3日付けで県より廃止承
認。
【学校教育課】

・「喜多方市子ども・子育て支
援事業計画」に基づき、平成
28年度末に第四保育所、平成
29年度末に第一保育所を閉所
する予定だったが、待機児童
の問題を踏まえ、閉所時期に
ついて検討し、閉所の時期
は、それぞれ一年延期した。
【こども課】

平成28年4月1日付けの定期
人事異動において職層構造の
適正化に努めた。
・主任主査（技査）の整理
　H27　13名
　H28　12名
・主幹の配置
　H27　2名
　H28　5名

少子化に対応した保育環境の充実の
ため、公立保育所、幼稚園の統合化、
一体化を図る。
具体的には、平成28年度に荻野保育
所を廃止し、第一、第四保育所以外の
6保育所を認定こども園に移行する。
さらには、第一、第二、関柴、すぎっこ
幼稚園を認定こども園に移行する。第
一、第四保育所及びその他の公立幼
稚園は、平成29年度までに順次廃止
する。

一部実施一部実施一部実施一部実施
こども課
学校教育課

平成29年度末に平成29年度末に平成29年度末に平成29年度末に
第四保育所を、平第四保育所を、平第四保育所を、平第四保育所を、平
成30年度末に第成30年度末に第成30年度末に第成30年度末に第
一保育所を閉所一保育所を閉所一保育所を閉所一保育所を閉所
する予定。する予定。する予定。する予定。
【こども課】【こども課】【こども課】【こども課】

平成28年4月か平成28年4月か平成28年4月か平成28年4月か
ら、幼保連携型認ら、幼保連携型認ら、幼保連携型認ら、幼保連携型認
定こども園10園を定こども園10園を定こども園10園を定こども園10園を
開園し、保育所、開園し、保育所、開園し、保育所、開園し、保育所、
幼稚園施設の一幼稚園施設の一幼稚園施設の一幼稚園施設の一
体化が図られた。体化が図られた。体化が図られた。体化が図られた。
また、第一保育また、第一保育また、第一保育また、第一保育
所・第四保育所の所・第四保育所の所・第四保育所の所・第四保育所の
閉所について、今閉所について、今閉所について、今閉所について、今
後の見通しを立て後の見通しを立て後の見通しを立て後の見通しを立て
ることができた。ることができた。ることができた。ることができた。
【こども課】【こども課】【こども課】【こども課】

職務と責任に応じた適正な給与体系
の見直しを図る。
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【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）
考えられる
取組効果

設定する目標値等
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

平成28年度の取組

継続して効率的な組織
体制に向けた取組を進
める。

継続して効率的な組織
体制に向けた取組を進
める。

【実績】
○平成27年4月1日付け
で組織機構の一部変更
を行った。
・「部」について、  保健
福祉部を設置し、1部を
増とした。
・ 「課等」について、  市
長部局本庁21課、総合
支所12課、3行政委員
会、教育部5課、合計41
課・事務局(変更前42課・
事務局)とした。
・室班係等の課内組織
は、執行機関全体で90
から79係等に再編した。

　

（3）効率的・
効果的な組
織体制と市
民サービス
の向上

12121212 ④組織機構等の見直し④組織機構等の見直し④組織機構等の見直し④組織機構等の見直し
組織体制ヒアリン組織体制ヒアリン組織体制ヒアリン組織体制ヒアリン
グ等による現状グ等による現状グ等による現状グ等による現状
把握に努める。把握に努める。把握に努める。把握に努める。

総務課実施実施実施実施

平成28年4月1日付けで組織
機構の一部変更を行った。
「課等」について、農林課を廃
し、農業振興課と農山村振興
課を新設した。

効率的な組織機構
の構築

行政サービスの一層の向上充
実させるため、効果的かつ効
率的な組織体制の見直しを
行った。

組織の見直しによ組織の見直しによ組織の見直しによ組織の見直しによ
り効率的な組織り効率的な組織り効率的な組織り効率的な組織
体制の整備を体制の整備を体制の整備を体制の整備を
図った。図った。図った。図った。

事務事業を検証し、これらを踏まえた
組織機構の見直しを行う。
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【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）
考えられる
取組効果

設定する目標値等
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

平成28年度の取組

継続して横断的な連携
に向けた取組を進める。

継続して横断的な連携
に向けた取組を進める。

【実績】
課の室、班及び係内又
は課内での協力体制、
本庁、総合支所間での
情報共有化をはじめ、課
を超えた協力体制の推
進を図った。
・本庁・各総合支所間で
の定期的な打ち合わせ
及び情報交換を行った。
・検討委員会等の設置
により全庁にわたる横断
的な連携を行った。
・全管理職と関係課職員
による一斉訪問徴収を
実施し、税収確保につな
がった。

　

・課の室、班及び係内又は課
内での協力体制、本庁、総合
支所間で定期的に打ち合わせ
を行い情報交換を行った。

・庁内検討委員会等の設置
①喜多方市総合計画策定本
部
【企画調整課】
②旧福島県立喜多方商業高
等学校跡地及び旧福島県立
喜多方病院跡地に関する庁内
検討委員会
【企画調整課】
③喜多方市高度情報化計画
策定委員会
【情報政策課】
④喜多方市公共施設等総合
管理推進本部
【財政課】
⑤新工業団地整備推進プロ
ジェクトチーム
【商工課】
⑥甲斐本家「蔵」に関する取組
等庁内検討委員会
【観光交流課】
⑦喜多方市空家等対策推進
委員会
【建築住宅課】
⑧市営墓地整備等庁内検討
委員会
【環境課】

※設置しているが、平成28年
度未開催の委員会等
①喜多方市自治基本条例庁
内調整会議
【企画調整課】
②喜多方市社会保障・税番号
制度対策プロジェクトチーム
【情報政策課】
③喜多方市生活困窮者自立
支援庁内事業運営連携会議
【社会福祉課】
④喜多方市立小・中学校適正
配置等庁内検討委員会
【学校教育課】
※②に関しては、情報政策課・
市民課・税務課等の関係部署
において、情報のやりとりは行
われている。

・全管理職と関係課職員によ
る一斉訪問徴収を実施。
（管理職等特別訪問徴収）
【税務課】

13131313

（3）効率的・
効果的な組
織体制と市
民サービス

の向上

・本庁、総合支所間での情報
共有化をはじめ、課を超えた
協力体制の推進を図った。
・庁内検討委員会等の設置に
より横断的な連携を行った。

一部実施一部実施一部実施一部実施
企画調整課
関係各課

今後も継続して実今後も継続して実今後も継続して実今後も継続して実
施する。施する。施する。施する。

本庁、総合支所本庁、総合支所本庁、総合支所本庁、総合支所
間での情報を共間での情報を共間での情報を共間での情報を共
有することで、連有することで、連有することで、連有することで、連
携強化が図られ携強化が図られ携強化が図られ携強化が図られ
た。た。た。た。
庁内検討委員会庁内検討委員会庁内検討委員会庁内検討委員会
等、全庁にわたる等、全庁にわたる等、全庁にわたる等、全庁にわたる
横断的な組織を横断的な組織を横断的な組織を横断的な組織を
設置したことで、設置したことで、設置したことで、設置したことで、
庁内の方針決定庁内の方針決定庁内の方針決定庁内の方針決定
に連携が図られに連携が図られに連携が図られに連携が図られ
た。た。た。た。

⑤横断的な組織連携の⑤横断的な組織連携の⑤横断的な組織連携の⑤横断的な組織連携の
推進推進推進推進

事務事業の円滑な
実施

ますます複雑多様化する行政需要に
対応するため、課を超えた横の連携を
推進する。（プロジェクトチーム、検討
委員会等の活用）
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【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）
考えられる
取組効果

設定する目標値等
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

平成28年度の取組

導入等について調査・研
究。

導入等について調査・研
究。

【実績】
自治体クラウド導入に向
けた調査・研究を行うた
め、東北総合通信局主
催の「自治体クラウド・情
報連携のための研修講
座」に参加した。

　

継続した取組を進める。 継続した取組を進める。

【実績】
随意契約適正実施のた
めの指針（随意契約ガイ
ドライン）を作成し、運用
した。
【契約管理課】

　

1日当たりの利用者数
○全地区  396人
・喜多方地区 144人
・熱塩加納地区 72人
・塩川地区 102人
・山都地区 56人
・高郷地区 22人

1日当たりの利用者数
○全地区　396人
・喜多方地区 144人
・熱塩加納地区 72人
・塩川地区 102人
・山都地区 56人
・高郷地区 22人

【実績】
1日あたりの利用者数
○全地区
　 利用人数　　　　121人
   達成率　　　　　　30.6%
・喜多方地区
   利用人数　　72.7人
   達成率　　　　50.5%
・熱塩加納地区
   利用人数　　34.6人
   達成率　　　　48.1%
・塩川地区
   利用人数　　　1.8人
   達成率　　　　　1.8%
・山都地区
   利用人数　　　10.7人
   達成率　　　　　19.0%
・高郷地区
   利用人数　　　　1.2人
   達成率　　　　　　5.3%

　

14141414

⑧公共交通のあり方⑧公共交通のあり方⑧公共交通のあり方⑧公共交通のあり方
（予約型乗合交通の運（予約型乗合交通の運（予約型乗合交通の運（予約型乗合交通の運
行）行）行）行）

実施実施実施実施

ＤＤＤＤ16161616

ハードウェア、ソフト
ウェアを所有しない
ことによりトータルコ
ストを削減できる。
（初期費用（設置費
等）、ソフトウェアラ
イセンス料、ハード
ウェア購入費・保守
料外）

15151515

（3）効率的・
効果的な組
織体制と市
民サービス

の向上

・利用人数を増加するための
取組
①遠距離通学・通園の支援事
業（学校教育課）への対応
②指定乗降場所の追加（喜多
方市街地1箇所）
③市広報に「利用者の声」を掲
載

市民対応、事務処理、手続き等の事
務の適切な対応と迅速化に向け、マ
ニュアルを充実させるなど改善を進め
る。

市で使用する情報システムの効率的
な構築と運用について、最適な方法を
検討する。

住民の利便性の向
上

生活防災課

検討継続検討継続検討継続検討継続

今後も行動規範今後も行動規範今後も行動規範今後も行動規範
を遵守し市民サーを遵守し市民サーを遵守し市民サーを遵守し市民サー
ビスの向上につなビスの向上につなビスの向上につなビスの向上につな
げたい。げたい。げたい。げたい。
【建築住宅課】【建築住宅課】【建築住宅課】【建築住宅課】

市民対応等の改善
事務処理の改善

市民から親しまれ信頼される
市役所を目指すため行動規範
を作成。
【建築住宅課】

課内の行動規範を作成した。
【建築住宅課】

課員一人ひとりの課員一人ひとりの課員一人ひとりの課員一人ひとりの
行動・意識改革が行動・意識改革が行動・意識改革が行動・意識改革が
図られた。図られた。図られた。図られた。
【建築住宅課】【建築住宅課】【建築住宅課】【建築住宅課】

関係各課

情報政策課

検討中であり、具検討中であり、具検討中であり、具検討中であり、具
体的な効果には体的な効果には体的な効果には体的な効果には
結びついていない結びついていない結びついていない結びついていない
が、検討部会やが、検討部会やが、検討部会やが、検討部会や
研修への参加に研修への参加に研修への参加に研修への参加に
より自治体クラウより自治体クラウより自治体クラウより自治体クラウ
ド導入に関する理ド導入に関する理ド導入に関する理ド導入に関する理
解を深めることが解を深めることが解を深めることが解を深めることが
できた。できた。できた。できた。

1日当たりの利用1日当たりの利用1日当たりの利用1日当たりの利用
者数は前年度の者数は前年度の者数は前年度の者数は前年度の
同時期と比べ、遠同時期と比べ、遠同時期と比べ、遠同時期と比べ、遠
距離通学・通園の距離通学・通園の距離通学・通園の距離通学・通園の
支援事業対象者支援事業対象者支援事業対象者支援事業対象者
が減少したことにが減少したことにが減少したことにが減少したことに
伴い、9.3人減少伴い、9.3人減少伴い、9.3人減少伴い、9.3人減少
している。している。している。している。
今後もさらにデマ今後もさらにデマ今後もさらにデマ今後もさらにデマ
ンドバスの周知をンドバスの周知をンドバスの周知をンドバスの周知を
行い、利用者数行い、利用者数行い、利用者数行い、利用者数
の増加を図りたの増加を図りたの増加を図りたの増加を図りた
い。い。い。い。

遠距離通学・通園遠距離通学・通園遠距離通学・通園遠距離通学・通園
の支援事業（学校の支援事業（学校の支援事業（学校の支援事業（学校
教育課）への対応教育課）への対応教育課）への対応教育課）への対応
を行っているが、を行っているが、を行っているが、を行っているが、
今年度の対象者今年度の対象者今年度の対象者今年度の対象者
が減少したことにが減少したことにが減少したことにが減少したことに
伴い、前年度と比伴い、前年度と比伴い、前年度と比伴い、前年度と比
べ、1日当たりのべ、1日当たりのべ、1日当たりのべ、1日当たりの
利用者数は減少利用者数は減少利用者数は減少利用者数は減少
している。している。している。している。
・平成27年度・平成27年度・平成27年度・平成27年度
121.0人121.0人121.0人121.0人
・平成28年度・平成28年度・平成28年度・平成28年度
111.7人　（前年度111.7人　（前年度111.7人　（前年度111.7人　（前年度
比較9.3人の減）比較9.3人の減）比較9.3人の減）比較9.3人の減）

自治体クラウド導入に向けた
調査・研究を行うため、県主催
の福島県自治体クラウド検討
部会に参加した。

引き続き次期業引き続き次期業引き続き次期業引き続き次期業
務システム導入務システム導入務システム導入務システム導入
における自治体クにおける自治体クにおける自治体クにおける自治体ク
ラウド等採用につラウド等採用につラウド等採用につラウド等採用につ
いて調査・研究をいて調査・研究をいて調査・研究をいて調査・研究を
行う。行う。行う。行う。

1日当たりの利用者数
○全地区
　利用人数　111.7人 （121.0
人）
　達成率　   28.2％ （30.5％）
・喜多方地区（前年同月比）
　利用人数　63.0人（72.7人）
　達成率　　 43.8％（50.5％）
・熱塩加納地区
　利用人数　33.6人（34.6人）
　達成率　　 46.6％（48.1％）
・塩川地区
　利用人数　2.5人（1.8人）
　達成率　　 2.4％（1.8%）
・山都地区
　利用人数　10.5人（10.7人）
　達成率　　 18.7％（19.0％）
・高郷地区
　利用人数　2.1人 （1.2人）
　達成率　   9.8％（5.3％）

⑦事務の適切な対応と⑦事務の適切な対応と⑦事務の適切な対応と⑦事務の適切な対応と
迅速化迅速化迅速化迅速化

国や先進自治体の状況調査、
県内市町村との情報交換を
行った。

⑥次期業務システム導⑥次期業務システム導⑥次期業務システム導⑥次期業務システム導
入における自治体クラ入における自治体クラ入における自治体クラ入における自治体クラ
ウド等採用の検討ウド等採用の検討ウド等採用の検討ウド等採用の検討

バス運行の見直しにより効率化を図
る。
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【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）大綱1　市民の視点に立ち、ニーズに的確に対応する効率的・効果的な行政運営の取組（№1～№18）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）
考えられる
取組効果

設定する目標値等
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

平成28年度の取組

継続した取組を進める。

・幼保連携型認定こども
園の開設に向け、調理
業務の一部及び通園バ
ス運転管理業務を民間
委託するための検討・準
備。
【こども課】

継続した取組を進める。

・幼保連携型認定こども
園の開設にあたり、調理
業務の一部及び通園バ
ス運転管理業務の民間
委託。
【こども課】

・学校給食業務の一部
(調理業務)の民間委託
を行う施設を拡大するた
めの調査検討・準備。
【学校教育課】

【実績】
・調理業務の一部委託
について、プロポーザル
を実施し委託業者を決
定した。
・通園バス運転管理業
務委託について、民間
委託を進めるための準
備をした。
【こども課】

　

継続した取組を進める。 継続した取組を進める。

【実績】
施設総数　311施設（学
校関係、道路、河川、都
市下水路、水道は含ま
ない）のうち
・指定管理導入施設
　132施設
・直営施設
　179施設
【企画調整課】

　

17171717

130施設で指定管理が導入さ
れている。

民間委託等の推民間委託等の推民間委託等の推民間委託等の推
進が図られてい進が図られてい進が図られてい進が図られてい
る。る。る。る。

18181818
②指定管理者制度の②指定管理者制度の②指定管理者制度の②指定管理者制度の
活用活用活用活用

①民間委託・民営化の①民間委託・民営化の①民間委託・民営化の①民間委託・民営化の
調査検討、推進調査検討、推進調査検討、推進調査検討、推進

(4)民間委託
等の推進

新たな分野や既に実施している委託
等の内容の拡充などを進めるため、
各課等においては、事務事業、施設
の管理等について定期的に点検を行
い、可能なものから計画的に取組を推
進する。

公の施設の管理運営について、指定
管理者制度を活用する。

関係各課
こども課
学校教育課
総務課

関係各課
（企画調整課）

既存の保育所・認既存の保育所・認既存の保育所・認既存の保育所・認
定こども園の調理定こども園の調理定こども園の調理定こども園の調理
業務と同様の安業務と同様の安業務と同様の安業務と同様の安
全・安心な給食が全・安心な給食が全・安心な給食が全・安心な給食が
提供できるととも提供できるととも提供できるととも提供できるととも
に民間委託によりに民間委託によりに民間委託によりに民間委託により
人件費等の経費人件費等の経費人件費等の経費人件費等の経費
が抑えられた。まが抑えられた。まが抑えられた。まが抑えられた。ま
た、通園バスを運た、通園バスを運た、通園バスを運た、通園バスを運
行することにより行することにより行することにより行することにより
園児や保護者の園児や保護者の園児や保護者の園児や保護者の
利便性を図るとと利便性を図るとと利便性を図るとと利便性を図るとと
もに民間委託によもに民間委託によもに民間委託によもに民間委託によ
り人件費等の経り人件費等の経り人件費等の経り人件費等の経
費が抑えられた。費が抑えられた。費が抑えられた。費が抑えられた。
【こども課】【こども課】【こども課】【こども課】

引き続き安全・安引き続き安全・安引き続き安全・安引き続き安全・安
心な学校給食が心な学校給食が心な学校給食が心な学校給食が
提供できるととも提供できるととも提供できるととも提供できるととも
に、人件費等のに、人件費等のに、人件費等のに、人件費等の
経費抑制が図ら経費抑制が図ら経費抑制が図ら経費抑制が図ら
れた。れた。れた。れた。
【学校教育課】【学校教育課】【学校教育課】【学校教育課】

関係各課で情報関係各課で情報関係各課で情報関係各課で情報
共有しながら指定共有しながら指定共有しながら指定共有しながら指定
管理者制度の適管理者制度の適管理者制度の適管理者制度の適
正運用に努めて正運用に努めて正運用に努めて正運用に努めて
いく。いく。いく。いく。

今後も継続して委今後も継続して委今後も継続して委今後も継続して委
託を実施する。託を実施する。託を実施する。託を実施する。
【こども課】【こども課】【こども課】【こども課】

第一こども園・第二こども園・
第四こども園・すぎっここども
園の調理業務を委託した。
第一こども園・第二こども園・
第四こども園の通園バス運転
管理業務を新たに委託した。
【こども課】

喜多方学校給食共同調理場
の調理業務の委託契約を締結
した。
【学校教育課】

行政運営の効率化

幼保連携型認定こ
ども園における運営
体制の整備を図る
ために業務を委託
し、これにより新た
な人件費等の支出
を抑える
【こども課】

学校給食運営体制
と安全・安心で特色
のある喜多方の学
校給食を堅持しつ
つ人件費の抑制が
図られる
【学校教育課】

実施実施実施実施

実施実施実施実施

施設総数　309施設（学校関
係、道路、河川、都市下水路、
水道は含まない）のうち
・指定管理導入施設  130施設
・直営施設  179施設

・指定管理導入施設の指定期
間：平成27年4月1日～32年3
月31日
【企画調整課】

住民サービスの向
上及び管理経費の
削減

平成28年4月からこども園の調
理業務の一部及び通園バス運
転管理業務を委託した。
【こども課】

学校給食業務の一部(調理業
務)の民間委託を行う施設を拡
大するための調査検討・準備
が整い、平成29年4月より、喜
多方学校給食共同調理場に
おける調理業務の委託契約を
締結した。
【学校教育課】
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【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実質公債費比率 12.1%
将来負担比率　  94.6%
経常収支比率　  84.6%

実質公債費比率 10.3%
将来負担比率  　96.3%
経常収支比率　  84.8%

【実績】
・実質公債費比率 11.5%
  達成率　　 　　　 105.2%
・将来負担比率　　45.2%
  達成率　 　　　　 209.3%
・経常収支比率　  83.8%
  達成率　 　　　　　 101%

・移行に向けた新制度の
構築。
・必要な資料の整理。

・移行に向けた新制度の
構築。
・必要な資料の整理。

【実績】
・他自治体の情報収集
するとともに新地方公会
計整備に関する説明会
や研修会等へ出席した。
・新地方公会計制度へ
の移行に向け検討を
行った。また、固定資産
台帳整備に向けた取組
を実施した。
【財政課】

　

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）

設定する目標値等
考えられる
取組効果

平成28年度の取組
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

19191919

（1）計画的な
財政運営の
推進

①計画的・健全な財政①計画的・健全な財政①計画的・健全な財政①計画的・健全な財政
運営運営運営運営

中期財政計画を策定し、計画的な事
業の実施と健全な財政運営を図る。
※実質公債費比率の基準値⇒早期
健全化基準25％・地方債同意等基準
18％
○将来負担比率の基準⇒早期健全
化基準350．0％
○公債費負担の適正化
○財政の弾力性の確保

財政の健全化が図
られる

・財政健全化の推進のため、
中期財政計画の適正実施を進
めることにより、健全な財政運
営を図っている。

・実質公債費比率   8.9%
  達成率　　 　　　 115.7%
・将来負担比率　　45.5%
  達成率　 　　　　 211.6%
・経常収支比率　  88.2%
  達成率　 　　 　　 96.1%

ＡＡＡＡ
財政の健全化が財政の健全化が財政の健全化が財政の健全化が
図られた。図られた。図られた。図られた。

引き続き健全な財引き続き健全な財引き続き健全な財引き続き健全な財
政運営を図ってい政運営を図ってい政運営を図ってい政運営を図ってい
く。く。く。く。

財政課

20202020
②新地方公会計制度②新地方公会計制度②新地方公会計制度②新地方公会計制度
への移行への移行への移行への移行

現在行っている地方公会計制度によ
る財務諸表の作成から統一的新地方
公会計制度への移行に向けた準備を
行う。

全国的に統一され
た制度（当面は決
算ベース）により類
似団体等との精度
の高い比較ができ、
事務改善等の指標
とすることができる

・新地方公会計制度への移行
に向けた検討を実施した。

・新地方公会計制度への移行
に必要な固定資産台帳整備を
行った。

実施に向けた調実施に向けた調実施に向けた調実施に向けた調
整整整整

移行に向け取り移行に向け取り移行に向け取り移行に向け取り
組んでいるところ組んでいるところ組んでいるところ組んでいるところ
であり、具体的なであり、具体的なであり、具体的なであり、具体的な
効果には結びつ効果には結びつ効果には結びつ効果には結びつ
いていない。いていない。いていない。いていない。

引き続き固定資引き続き固定資引き続き固定資引き続き固定資
産台帳の整備を産台帳の整備を産台帳の整備を産台帳の整備を
図るとともに、財図るとともに、財図るとともに、財図るとともに、財
務会計システムを務会計システムを務会計システムを務会計システムを
改修するなどス改修するなどス改修するなどス改修するなどス
ムーズな移行にムーズな移行にムーズな移行にムーズな移行に
取り組む。取り組む。取り組む。取り組む。

財政課
（関係各課）
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【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）

設定する目標値等
考えられる
取組効果

平成28年度の取組
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

○収納率
 ・市税　    95.0%
 ・国保税　82.0%
○滞納総額
・市税　   232百万円
・国保税　237百万円

○収納率
・市税　    95.1%
・国保税　 83.0%
○滞納総額
・市税　    227百万円
・国保税　227百万円

【実績】
○収納率
・市税　　　94.75%
　達成率　　99.74%

・国保税　82.65%
　達成率　100.79%
　
○滞納総額
・市税　　247百万円
　達成率　　93.93%
　
・国保税　214百万円
　達成率　100.75%

継続した取組により売却
を進める。
売却収入　100万円

継続した取組により売却
を進める。
売却収入　100万円

【実績】
土地3,398.52㎡を売却
実績額　3,831千円
達成率　383.1%

　

21212121

（2）歳入の
確保

①市税等における目標①市税等における目標①市税等における目標①市税等における目標
数値の設定と収納率向数値の設定と収納率向数値の設定と収納率向数値の設定と収納率向
上対策上対策上対策上対策

市税等の収納率や滞納総額の圧縮
に目標値を設定し、様々な工夫や新
たな取組を積極的に行うとともに、滞
納処分を強化し、自主財源の確保を
図る。

自主財源の確保

・滞納総額圧縮のため、不動
産差押・生命保険差押・預金
差押・夜間電話催告等を積極
的に実施した。
・9月12日から16日までの5日
間にわたり午後7時まで納税
相談会を実施した。
・国民健康保険税等徴収指導
員による研修会を計5回開催
し、徴収技術の向上を図った。
・8月中に、捜索を2回実施し
た。
・差押え動産について、イン
ターネット公売（4,11月）及び県
税部合同公売会(7月)を実施し
た。
・11月に全管理職と関係課職
員110名による一斉訪問徴収
を実施し、併せて窓口延長で
納税相談を実施した（No.13の
5）。

○収納率
・市税
　　目標 95.10%
　　5月末実績 96.33%
　　昨年同月末実績 94.75%
　　昨年同月比  1.58ﾎﾟｲﾝﾄ増
　　達成率 101.3%
・国保税
　　目標 83.00%
　　5月末実績83.04%
　　昨年同月末実績 82.65%
　　昨年同月比  0.39ﾎﾟｲﾝﾄ増
　　達成率100.0%

○滞納総額
・市税
　　目標 　227百万円
　　5月末収入未済額
　　　　　 　175百万円
　　昨年同月末収入未済額
               247百万円
     昨年同月比 72百万円減
     達成率129.7%
・国保税
     目標    227百万円
     5月末収入未済額
                203百万円
     昨年同月末収入未済額
                214百万円
     昨年同月比  11百万円減
     達成率111.8%

【収納率】【収納率】【収納率】【収納率】
・市税　Ａ・市税　Ａ・市税　Ａ・市税　Ａ

・国保税　Ａ・国保税　Ａ・国保税　Ａ・国保税　Ａ

【滞納総額】【滞納総額】【滞納総額】【滞納総額】
・市税　Ａ・市税　Ａ・市税　Ａ・市税　Ａ

・国保税　Ａ・国保税　Ａ・国保税　Ａ・国保税　Ａ

自主財源の確保自主財源の確保自主財源の確保自主財源の確保
につながった。につながった。につながった。につながった。

今後も引続き滞今後も引続き滞今後も引続き滞今後も引続き滞
納処分の強化に納処分の強化に納処分の強化に納処分の強化に
取り組み、更なる取り組み、更なる取り組み、更なる取り組み、更なる
滞納総額の圧縮滞納総額の圧縮滞納総額の圧縮滞納総額の圧縮
に努める(全管理に努める(全管理に努める(全管理に努める(全管理
職と関係職員によ職と関係職員によ職と関係職員によ職と関係職員によ
る訪問徴収を11る訪問徴収を11る訪問徴収を11る訪問徴収を11
月に実施する予月に実施する予月に実施する予月に実施する予
定）。定）。定）。定）。

税務課

22222222
②土地等処分可能な②土地等処分可能な②土地等処分可能な②土地等処分可能な
財産の売却財産の売却財産の売却財産の売却

売却が可能な土地等の調査を進め、
処分可能な財産の売却を図る。（遊休
地・貸付地・法定外財産等）

財源の確保及び維
持管理経費の削減

8件合計3,095.28㎡を46,495千
円で売却
①慶徳町松舞家地内（宅地）
　1件28.62㎡
②松山町村松地内（宅地）
　1件21.87㎡
③塩川町常世地内（雑種地）
　1件155.89㎡
④字台地内（雑種地）
　1件159.35㎡
⑤関柴町上高額地内（宅地・
雑種地）
　1件199.39㎡
⑥関柴町上高額地内(雑種地)
　1件24.37㎡
⑦塩川町御殿場地内(宅地)
　1件2,364.15㎡
⑧塩川町新井田谷地内
　1件141.64㎡

目標値     1,000千円
実績       46,495千円
達成率    4,649.51％

ＡＡＡＡ

土地の売却により土地の売却により土地の売却により土地の売却により
財源の確保が図財源の確保が図財源の確保が図財源の確保が図
られた。られた。られた。られた。
46,495千円46,495千円46,495千円46,495千円

財政課
建設課

継続して売却を行継続して売却を行継続して売却を行継続して売却を行
う。う。う。う。

12



【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）

設定する目標値等
考えられる
取組効果

平成28年度の取組
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

14筆　5,137.98㎡の保留
地の販売を進める。

15筆　5,137.94㎡の保留
地の販売を進める。

【実績】
販売に向けた取組により
電話及び来庁による問
い合わせはあったが、販
売実績には結びつかな
かった。

　

・有料広告掲載収入
  1,200千円
・介護予防のための太
極拳ゆったり体操ＤＶＤ
付き手引書
  600冊　96千円
・他の行政財産への有
料広告掲載等の推進。

・有料広告掲載収入
  1,200千円
・介護予防のための太
極拳ゆったり体操ＤＶＤ
付き手引書
　600冊　96千円
・他の行政財産への有
料広告掲載等の推進。

【実績】
有料広告掲載収入
　　　　　　1,040千円
達成率　　　　86.7%
【企画調整課】
　
・介護予防のための太
極拳ゆったり体操DVD付
き手引書　　　　　575冊
達成率　　　　　95.8%
【高齢福祉課】
　
・水道課HPへの広告掲
載
3件
【水道課】

【実績】

23232323

(2)歳入の確
保

②土地等処分可能な②土地等処分可能な②土地等処分可能な②土地等処分可能な
財産の売却財産の売却財産の売却財産の売却

塩川駅西土地区画整理事業保留地
の販売促進。

財源の確保

①保留地販売価格を見直すた
めの不動産鑑定評価の実施。
②市のホームページに見直し
後の価格を掲示。
③販売価格見直し後の「保留
地公売お知らせ」のチラシの
作成・配布（ハウスメーカ－及
び展示場、不動産業者等へ送
付）。
④情報誌掲載及び新聞折込
（市内・会津若松市・磐梯町・
会津坂下町）の実施。
・定期的な草刈り実施

販売に向けた取組により電話
及び来庁による問い合せが46
件あった。
また、14筆のうち1筆につい
て、2筆に分割し販売したこと
から、全体で15筆(5,137,94㎡)
になり、そのうち10筆(3,573.94
㎡)を販売した。

目標値  5,137.94㎡
実績値  3,573.94㎡
                  （10筆）
達成率         69.6%
販売額  65,565千円

※ほかに公売していない小規
模保留地について、1箇所販
売。
目標値    設定なし
実績値    110.89㎡
販売額  1,808千円

販売額合計    67,373千円

ＣＣＣＣ

保留地販売価格保留地販売価格保留地販売価格保留地販売価格
の見直しにより販の見直しにより販の見直しにより販の見直しにより販
売価格が下がっ売価格が下がっ売価格が下がっ売価格が下がっ
たことから、塩川たことから、塩川たことから、塩川たことから、塩川
駅西地区への関駅西地区への関駅西地区への関駅西地区への関
心が高まったと考心が高まったと考心が高まったと考心が高まったと考
えられる。えられる。えられる。えられる。
67,373千円67,373千円67,373千円67,373千円

今後も残っている今後も残っている今後も残っている今後も残っている
保留地について、保留地について、保留地について、保留地について、
不動産会社やハ不動産会社やハ不動産会社やハ不動産会社やハ
ウスメーカー等へウスメーカー等へウスメーカー等へウスメーカー等へ
の周知を図るなどの周知を図るなどの周知を図るなどの周知を図るなど
引き続き販売促引き続き販売促引き続き販売促引き続き販売促
進に努める。進に努める。進に努める。進に努める。

建設課
塩川総合支所
建設課

24242424
③事業所等からの広③事業所等からの広③事業所等からの広③事業所等からの広
告掲載等による自主財告掲載等による自主財告掲載等による自主財告掲載等による自主財
源確保の検討源確保の検討源確保の検討源確保の検討

新たな自主財源確保のため、広報
誌、ホームページへの掲載のほか、
各種公共施設（公用車含む）などの行
政財産への有料広告掲載等を推進検
討する。

財源の確保

・広報きたかた有料広告や市
ホームページバナー広告につ
いて募集を行った。

・介護予防のための太極拳
ゆったり体操ＤＶＤ付き手引書

・水道課ホームページへの広
告掲載

市の持つ情報発市の持つ情報発市の持つ情報発市の持つ情報発
信媒体に広告を信媒体に広告を信媒体に広告を信媒体に広告を
有料で掲載する有料で掲載する有料で掲載する有料で掲載する
などして、自主財などして、自主財などして、自主財などして、自主財
源の確保に努め源の確保に努め源の確保に努め源の確保に努め
た。た。た。た。

・広報、市ＨＰ広・広報、市ＨＰ広・広報、市ＨＰ広・広報、市ＨＰ広
告掲載収入告掲載収入告掲載収入告掲載収入
1,090千円1,090千円1,090千円1,090千円
【企画調整課】【企画調整課】【企画調整課】【企画調整課】

・介護予防のため・介護予防のため・介護予防のため・介護予防のため
の太極拳ゆったりの太極拳ゆったりの太極拳ゆったりの太極拳ゆったり
体操ＤＶＤ付き手体操ＤＶＤ付き手体操ＤＶＤ付き手体操ＤＶＤ付き手
引書著作権料引書著作権料引書著作権料引書著作権料
＠160円×407冊＠160円×407冊＠160円×407冊＠160円×407冊
＝65千円＝65千円＝65千円＝65千円
【高齢福祉課】【高齢福祉課】【高齢福祉課】【高齢福祉課】

・水道課ホーム・水道課ホーム・水道課ホーム・水道課ホーム
ページへの広告ページへの広告ページへの広告ページへの広告
掲載による収益掲載による収益掲載による収益掲載による収益
＠3,000円×12か＠3,000円×12か＠3,000円×12か＠3,000円×12か
月×3件＝108千月×3件＝108千月×3件＝108千月×3件＝108千
円円円円

引き続き有料広引き続き有料広引き続き有料広引き続き有料広
告を募集し自主告を募集し自主告を募集し自主告を募集し自主
財源確保へ努め財源確保へ努め財源確保へ努め財源確保へ努め
る。【企画調整課・る。【企画調整課・る。【企画調整課・る。【企画調整課・
水道課】水道課】水道課】水道課】

継続して取り組継続して取り組継続して取り組継続して取り組
む。む。む。む。
【高齢福祉課】【高齢福祉課】【高齢福祉課】【高齢福祉課】

関係各課
(企画調整課）
（高齢福祉課）
（水道課）

【広報誌の有料【広報誌の有料【広報誌の有料【広報誌の有料
広告掲載収入】広告掲載収入】広告掲載収入】広告掲載収入】

ＡＡＡＡ

【介護予防のため【介護予防のため【介護予防のため【介護予防のため
の太極拳ゆったりの太極拳ゆったりの太極拳ゆったりの太極拳ゆったり
体操DVD付き手体操DVD付き手体操DVD付き手体操DVD付き手

引書】引書】引書】引書】
CCCC

・広報きたかた有料広告掲載
収入（850千円）、市ホーム
ページバナー広告掲載収入
（240千円）
　目標  　 1,200千円
　実績   　1,090千円
  達成率      　90.9％
昨年度実績　1,100千円
昨年度実績比　▲10千円
【企画調整課】

・介護予防のための太極拳
ゆったり体操ＤＶＤ付き手引書
  目標　      600冊
  実績        407冊
  達成率　  67.8％
昨年度同時期　   575冊
昨年度同時期比  168冊
【高齢福祉課】

・水道課ホームページへの広
告掲載件数　            3件
昨年度同時期　     3件
昨年度同時期比 ±0件
収入          　　108千円
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【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）

設定する目標値等
考えられる
取組効果

平成28年度の取組
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

方針及び各使用料等の
見直しの通知。

各使用料等の見直し。

【実績】
整理した方針をもとに平
成29年度の消費税10%
に向けての全体的な見
直しに向け準備を進め
た。
【財政課】

　

資金不足比率　0％ 資金不足比率　0％

【実績】
資金不足比率　0%

　

継続した取組を進める。 継続した取組を進める。

【実績】
業務の一部（窓口業務
等し）を平成26年度から
3年間委託している。

　

現在の普及率
（加入率）　86.5％

現在の普及率
（加入率）　86.7％

【実績】
・普及率
　（加入率）　87.6%
達成率　　　　　　　101.2%

　

25252525
(2)歳入の確

保
④使用料及び手数料④使用料及び手数料④使用料及び手数料④使用料及び手数料
の見直しの見直しの見直しの見直し

各課において、負担公平の原則や受
益者負担の原則を基本に、使用料及
び手数料について方針に基づき見直
しをする。

適正な負担を確保
する

・整理した方針をもとに消費税
10％に向けての全体的な見直
しに向け準備を進めた。

26262626

(3)地方公営
企業(水道事
業）及び下水
道事業の健

全経営

①計画的・健全な経営①計画的・健全な経営①計画的・健全な経営①計画的・健全な経営

中長期財政経営計画を策定し、健全
な経営を図る。
※経営健全化基準⇒資金不足比率
20％以下

健全な経営
・中長期財政計画により、事業
を執行し経営の健全化を図っ
ている。

水道課

・消費税10％に向け、施設管
理のコスト増が見込まれ、資
産台帳の整備等を含めた統一
的な見直しを図る準備作業を
進めた。

検討継続検討継続検討継続検討継続

準備段階であり、準備段階であり、準備段階であり、準備段階であり、
具体的な効果に具体的な効果に具体的な効果に具体的な効果に
結びついていな結びついていな結びついていな結びついていな
い。い。い。い。

引き続き準備を進引き続き準備を進引き続き準備を進引き続き準備を進
める。める。める。める。

財政課
（関係各課）

資金不足比率0％

「喜多方市水道事業経営戦略
（平成29年度～38年度）」を策
定。

ＡＡＡＡ 資金不足比率0％資金不足比率0％資金不足比率0％資金不足比率0％
引き続き経営の引き続き経営の引き続き経営の引き続き経営の
健全化に努める。健全化に努める。健全化に努める。健全化に努める。

引き続き継続した引き続き継続した引き続き継続した引き続き継続した
取組を進める。取組を進める。取組を進める。取組を進める。 水道課

28282828
③水道未加入者の加③水道未加入者の加③水道未加入者の加③水道未加入者の加
入促進入促進入促進入促進

水質検査の公表や、ボトルドウォー
ター「喜多方の水」の配布等により、
本市の良質で豊富な水道水をアピー
ルし、拡張工事及び改良工事の説明
会、特に未加入者への啓発活動等を
行い普及率の向上に努める。

新規加入の増加に
よる給水収益の増
加

・ボトルドウォーター30,000本を
製造し、平成29年3月末で、
8,916本を無償配布、17,832本
を有償配布、1,008本を災害用
備蓄とした。
・拡張工事及び改良工事の
際、未加入者への加入勧奨に
努めた。
・給水区域内における水道未
加入者を対象に地下水の水質
検査を実施した。

27272727
②民間委託の調査検②民間委託の調査検②民間委託の調査検②民間委託の調査検
討、推進討、推進討、推進討、推進

事務事業の効率化、業務量の削減及
び経費の節減を図るため、民間ででき
るものは積極的に民間委託を推進す
る。

3・4月の繁忙期に3・4月の繁忙期に3・4月の繁忙期に3・4月の繁忙期に
おいて土・日の開おいて土・日の開おいて土・日の開おいて土・日の開
栓・閉栓業務を行栓・閉栓業務を行栓・閉栓業務を行栓・閉栓業務を行
うことで市民サーうことで市民サーうことで市民サーうことで市民サー
ビスの向上となっビスの向上となっビスの向上となっビスの向上となっ
た。た。た。た。

業務の一部（窓口業務等）を平
成26年度から平成28年度まで
3年間委託している。

実施実施実施実施
※業務の一部※業務の一部※業務の一部※業務の一部

人件費等の抑制
平成26年度から業務の一部を
民間に委託した。

28年度普及率（加入率）
  目標　 　  86.7％
  実績 　    87.7％
  達成率  101.2％

ＡＡＡＡ 新規加入件数203件新規加入件数203件新規加入件数203件新規加入件数203件
引き続き普及率の引き続き普及率の引き続き普及率の引き続き普及率の
向上に努める。向上に努める。向上に努める。向上に努める。

水道課

14



【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）

設定する目標値等
考えられる
取組効果

平成28年度の取組
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

水洗化率
74.6％

接続人口
13,913人
接続可能人口
18,646人

水洗化率
74.7％

接続人口
14,342人
接続可能人口
19,212人

【実績】
・水洗化率　78.1%
　達成率　104.7%
・接続人口　13,350人
　達成率　96.0%
・接続可能人口　17,103
人
　達成率　91.7%

　

地方公営企業法適用に
向けた取組を進める。

地方公営企業法適用に
向けた取組を進める。

【実績】
県内他市意向調査、下
水道事業等公営企業会
計適用調整会議開催及
び各種研修会等参加し、
適用に向けた取り組みを
行った。

　

29292929
④下水道未加入者の④下水道未加入者の④下水道未加入者の④下水道未加入者の
加入促進加入促進加入促進加入促進

工事説明会及び広報紙等による市民
への周知PR、未加入者への啓発、戸
別訪問活動の実施により、加入促進
を図る。

※水洗化率は、「下水道に接続した人
口」を「下水道整備により接続可能な
人口」で除して算定しています。毎年、
下水道工事が進み「整備されて接続
可能な人口」が増えるため、接続人口
との割合から、年度によっては、目標
値（率）が前年に比べて下回る場合が
あります。

加入率向上による
経営の健全化

下水道課

平成28～31年度喜多方市下
水道事業等地方公営企業法
適用業務委託契約により、法
適用に向けた事務を実施。

平成28年6月を加入促進月間
とし、戸別訪問等を実施し加入
促進を図った。
・10月に山都処理区の加入促
進を行った。

戸別訪問等の実施件数　508
件

・水洗化率
　目標　　　74.7％
　実績　　　80.3％
　達成率　107.5％

・接続人口
　目標　　14,342人
　実績　　13,638人
　達成率　　95.1％

・接続可能人口
　目標　　19,212人
　実績　　16,991人
　達成率　　88.4％

【水洗化率】【水洗化率】【水洗化率】【水洗化率】
ＡＡＡＡ

【接続人口】【接続人口】【接続人口】【接続人口】
ＡＡＡＡ

【接続可能人口】【接続可能人口】【接続可能人口】【接続可能人口】
ＢＢＢＢ

排水設備設置補排水設備設置補排水設備設置補排水設備設置補
助制度に該当す助制度に該当す助制度に該当す助制度に該当す
る供用開始後、3る供用開始後、3る供用開始後、3る供用開始後、3
年以内の未加入年以内の未加入年以内の未加入年以内の未加入
者を対象とした加者を対象とした加者を対象とした加者を対象とした加
入促進が、水洗入促進が、水洗入促進が、水洗入促進が、水洗
化率の目標に対化率の目標に対化率の目標に対化率の目標に対
する達成率の向する達成率の向する達成率の向する達成率の向
上につながってい上につながってい上につながってい上につながってい
る。る。る。る。

新規加入35件新規加入35件新規加入35件新規加入35件

引き続き加入促引き続き加入促引き続き加入促引き続き加入促
進に努める。進に努める。進に努める。進に努める。

30303030
⑤地方公営企業法適⑤地方公営企業法適⑤地方公営企業法適⑤地方公営企業法適
用の推進用の推進用の推進用の推進

地方公共団体が公営企業の経営基
盤の強化や財政マネジメントの向上
等にさらに的確に取り組むため、下水
道事業の地方公営企業法適用の推
進を図る。

経営基盤の強化

・法適用基本方針等の検討業
務、資産調査及び評価業務及
び法適用移行事務準備支援
業務に着手した。
【平成28年度】
・㈱ぎょうせい東北支社と喜多
方市下水道事業等地方公営
企業法適用業務委託契約を締
結。
・喜多方市下水道事業等法適
化基本方針を策定。
・塩川地区（公共、農集）、熱塩
加納地区（特環、農集）の資産
調査を実施。

実施実施実施実施

現在法適用に向現在法適用に向現在法適用に向現在法適用に向
けた取組中であけた取組中であけた取組中であけた取組中であ
り、具体的な効果り、具体的な効果り、具体的な効果り、具体的な効果
には結びついてには結びついてには結びついてには結びついて
いない。いない。いない。いない。

平成32年4月1日平成32年4月1日平成32年4月1日平成32年4月1日
からの公営企業からの公営企業からの公営企業からの公営企業
会計適用に向け、会計適用に向け、会計適用に向け、会計適用に向け、
平成28～31年度平成28～31年度平成28～31年度平成28～31年度
喜多方市下水道喜多方市下水道喜多方市下水道喜多方市下水道
事業等地方公営事業等地方公営事業等地方公営事業等地方公営
企業法適用業務企業法適用業務企業法適用業務企業法適用業務
委託を実施。委託を実施。委託を実施。委託を実施。
【平成29年度～】【平成29年度～】【平成29年度～】【平成29年度～】
・資産調査及び評・資産調査及び評・資産調査及び評・資産調査及び評
価業務価業務価業務価業務
・法適用移行事務・法適用移行事務・法適用移行事務・法適用移行事務
準備支援業務準備支援業務準備支援業務準備支援業務
・公営企業会計シ・公営企業会計シ・公営企業会計シ・公営企業会計シ
ステム構築業務ステム構築業務ステム構築業務ステム構築業務

下水道課

(3)地方公営
企業(水道事
業）及び下水
道事業の健

全経営
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【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）

設定する目標値等
考えられる
取組効果

平成28年度の取組
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

・現状把握及び策定作
業。

・策定及び運用。

【実績】
現状を調査整理し、計画
の素案作成に取り組ん
だ。

　

継続した取組を進める。 継続した取組を進める。

【実績】
・旧高郷運動施設予定
地の利活用に向け住民
説明会を実施するととも
に、平成28年度から貸
付する協議が整った。
【財政課】

　

活用等に向けた検討。 活用等に向けた検討。

【実績】
旧山都第二小学校及び
旧山都第三小学校の貸
付を継続し、有効活用を
図った。【財政課】

　

31313131
①公用車の効率的な①公用車の効率的な①公用車の効率的な①公用車の効率的な
運用運用運用運用

公用車の適正配置と効率的な運行を
図るため、公用車管理計画を策定す
る。

車両の有効活用
車両の計画的な更
新、管理により効率
的な運用図られる

(4)財産等の
有効活用の

推進
②先行取得用地の利②先行取得用地の利②先行取得用地の利②先行取得用地の利
活用活用活用活用

実施に向けた調実施に向けた調実施に向けた調実施に向けた調
整整整整

現在、計画策定現在、計画策定現在、計画策定現在、計画策定
作業中であり、具作業中であり、具作業中であり、具作業中であり、具
体的な効果には体的な効果には体的な効果には体的な効果には
結びついていな結びついていな結びついていな結びついていな
い。い。い。い。

引き続き計画策引き続き計画策引き続き計画策引き続き計画策
定作業に取り組定作業に取り組定作業に取り組定作業に取り組
む。む。む。む。

財政課

取得時における当初目的の見直し
を含め、利活用について継続して検
討を進める。

土地の有効活用

・旧高郷運動公園予定地
平成28年度から土地の貸付に
より財源の確保が図られた。
407千円

貸付により、財源の確保が図
られた。

公用車管理計画策定作業に
取り組んだ。

整理した公用車の現状をもと
に計画の素案作成に取り組
み、今後の運用についての検
討を行った。

実施実施実施実施
旧高郷運動公園旧高郷運動公園旧高郷運動公園旧高郷運動公園
予定地貸付収入予定地貸付収入予定地貸付収入予定地貸付収入
（407千円）。（407千円）。（407千円）。（407千円）。

貸付を継続し、財貸付を継続し、財貸付を継続し、財貸付を継続し、財
源の確保を図る。源の確保を図る。源の確保を図る。源の確保を図る。

関係各課

33333333
③活用されていない施③活用されていない施③活用されていない施③活用されていない施
設の有効活用設の有効活用設の有効活用設の有効活用

活用されていない施設の有効活用を
図る。

施設の有効活用及
び処分

・旧山都第二小学校
・旧山都第三小学校
貸付を継続した。

32323232

旧山都第三小学旧山都第三小学旧山都第三小学旧山都第三小学
校の貸付収入（80校の貸付収入（80校の貸付収入（80校の貸付収入（80
千円）。千円）。千円）。千円）。

関係各課
貸付を継続し、施貸付を継続し、施貸付を継続し、施貸付を継続し、施
設の有効活用を設の有効活用を設の有効活用を設の有効活用を
図る。図る。図る。図る。

旧山都第二小学校及び旧山
都第三小学校貸付により、施
設の有効活用が図られた。

実施実施実施実施
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【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）大綱2　持続可能で安定した財政基盤確立の取組（№19～№35）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）

設定する目標値等
考えられる
取組効果

平成28年度の取組
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

合意が整った施設より譲
渡を行うとともに協議を
継続する。

合意が整った施設より譲
渡を行うとともに協議を
継続する。

現状把握及び策定作
業。

策定作業。

【実績】
計画策定の基礎となる
資産調査を実施するとと
もに、調査した資産を集
計整理し、計画の素案
作成に取り組んだ。
【財政課】

　

今後も譲渡に向今後も譲渡に向今後も譲渡に向今後も譲渡に向
け引き続き協議をけ引き続き協議をけ引き続き協議をけ引き続き協議を
行っていく。行っていく。行っていく。行っていく。

関係各課
（企画調整課）
（農業振興課）
（商工課）
（熱塩加納総
合支所産業
課）
（山都総合支
所産業課）
（高郷総合支
所産業課）

34343434
④市有集会施設の無④市有集会施設の無④市有集会施設の無④市有集会施設の無

償譲渡の推進償譲渡の推進償譲渡の推進償譲渡の推進

市有の地区集会施設が存在する地域
と行政区で所有している地域との間に
格差が生じていることから、譲渡可能
な市有集会施設の行政区への無償譲

渡を推進する。（施設総数75施設）

【実績】
・熱塩加納町金屋多目
的集会センターの無償
譲渡を行った。
【熱塩加納総合支所産
業課】
・上勝集会所は平成28
年度の譲渡に向け、認
可地縁団体の設立を行
政区で検討している。
【商工課】
・川原鉱山集会施設は、
平成28年度の譲渡に向
け施設境界確定と認可
地縁団体の設立を行っ
た。また、赤崎多目的集
会センターは平成29年
度の譲渡に向け、認可
地縁団体の設立に向け
て行政区で検討を進め
ている。
【熱塩加納総合支所産
業課】
・堂山会館の譲渡の協
議が整った。沼ノ平会館
及び下廻戸会館は認可
地縁団体が設立された
ため平成28年度の譲渡
に向け事務を実施する。
寺内会館は平成29年度
譲渡に向け認可地縁団
体の設立を行う。
【山都総合支所産業課】
・小土山集会施設の譲
渡に向け、認可地縁団
体の設立を行政区で検
討している。
【高郷総合支所産業課】

　

施設の有効活用及
び維持管理経費の
削減

○無償譲渡施設（2施設）
・上勝集会所の無償譲渡の協
議が整い、上勝集会所条例を
廃止した。
【商工課】
・堂山会館の無償譲渡の協議
が整い、喜多方市多目的集会
施設等条例の改正を行った。
【山都総合支所産業課】

○上記以外の施設
・川原鉱山集会施設について
は、平成29年度の譲渡に向
け、施設境界画定、認可地縁
団体の設立手続きが完了し
た。
・赤崎多目的集会センター、御
林多目的集会施設について
は、平成29年度の譲渡に向
け、地縁団体の認可手続きを
進めた。
【熱塩加納総合支所産業課】

・下廻戸会館、沼ノ平会館につ
いては、平成29年度の譲渡に
向け、行政区と協議を行った。
・寺内会館については、平成
29年度の譲渡に向け施設境
界画定を行い、認可地縁団体
の設立手続を行った。
【山都総合支所産業課】

小土山集会施設の譲渡に向
け、認可地縁団体の設立につ
いて行政区と検討を行った。
【高郷総合支所産業課】

○無償譲渡施設（2施設）
・平成28年10月1日付けで上
勝集会所を譲渡した。
【商工課】
・平成28年4月1日付けで堂山
会館を譲渡した。
【山都総合支所産業課】

○上記以外の施設
・川原鉱山集会施設について
は、平成29年4月1日付けで無
償譲渡を行う予定。
・赤崎多目的集会センター及
び御林多目的集会センターの
譲渡に向けて、それぞれ地縁
団体が認可された。
【熱塩加納総合支所産業課】

・下廻戸会館については、平
成29年4月1日付けで無償譲
渡を行う予定。
・沼ノ平会館は平成29年度の
譲渡に向けた事務を実施し
た。
・寺内会館については、平成
29年度の譲渡に向け施設境
界画定を行うとともに、認可地
縁団体の設立手続を行った。
【山都総合支所産業課】

・小土山集会施設の無償譲渡
に向け、許可地縁団体を10月
に設立した。
【高郷総合支所産業課】

一部実施一部実施一部実施一部実施

堂山会館が行政堂山会館が行政堂山会館が行政堂山会館が行政
区に譲渡され、無区に譲渡され、無区に譲渡され、無区に譲渡され、無
償譲渡の推進が償譲渡の推進が償譲渡の推進が償譲渡の推進が
図られた。図られた。図られた。図られた。
【山都総合支所産【山都総合支所産【山都総合支所産【山都総合支所産
業課】業課】業課】業課】

上勝集会所が行上勝集会所が行上勝集会所が行上勝集会所が行
政区に譲渡され、政区に譲渡され、政区に譲渡され、政区に譲渡され、
無償譲渡の推進無償譲渡の推進無償譲渡の推進無償譲渡の推進
が図られた。が図られた。が図られた。が図られた。
【商工課】【商工課】【商工課】【商工課】

財政課
関係各課

35353535
⑤公共施設マネジメン⑤公共施設マネジメン⑤公共施設マネジメン⑤公共施設マネジメン
トの推進トの推進トの推進トの推進

公共施設全体を把握し、長期的な視
点を持って、更新、統廃合等を計画的
に行うため、（仮称）公共施設等総合
管理計画を策定する。

公共施設の効率
的・効果的な管理
運営

公共施設等総合管理計画を策
定した。

(4)財産等の
有効活用の

推進

実施実施実施実施

喜多方市公共施喜多方市公共施喜多方市公共施喜多方市公共施
設管理計画を策設管理計画を策設管理計画を策設管理計画を策
定したが、今後個定したが、今後個定したが、今後個定したが、今後個
別計画の策定が別計画の策定が別計画の策定が別計画の策定が
必要であり、現時必要であり、現時必要であり、現時必要であり、現時
点において具体点において具体点において具体点において具体
的な効果には結的な効果には結的な効果には結的な効果には結
びついていない。びついていない。びついていない。びついていない。

基本計画の策定基本計画の策定基本計画の策定基本計画の策定
に続き個別計画に続き個別計画に続き個別計画に続き個別計画
の策定を行っていの策定を行っていの策定を行っていの策定を行ってい
く。く。く。く。

喜多方市公共施設等総合管
理推進本部幹事会並びに本
部会議を開催し、計画策定を
行った。
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【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

意見の把握と反映。 意見の把握と反映。

【実績】
パブリックコメントを5件
実施した。
①行政改革大綱（案）
②新市建設計画の変更
案（素案）
③過疎地域自立促進計
画（案）
【企画調整課】
④塩川及び山都総合支
所庁舎整備に係る基本
構想（案）、基本計画
（案）意見4件
【建築住宅課】
⑤環境基本計画（案）意
見1件
【環境課】

　

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）

設定する目標値等
考えられる
取組効果

平成28年度の取組
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

36363636
(1)市民の意
見の反映

①政策決定過程等に①政策決定過程等に①政策決定過程等に①政策決定過程等に
おける市民参画の推進おける市民参画の推進おける市民参画の推進おける市民参画の推進

各計画等の策定及び改定作業等にお
いてパブリックコメント等の手法を用い
市民の意見を把握するとともにその反
映を図る。

各種施策への反映

・市民参画の推進
①総合計画市民ワークショップ
6月12日～8月7日までの5回開
催（延べ63名参加）
②総合計画地区別市民懇談
会
市内5箇所にて実施（延べ39
名参加）
【企画調整課】

・パブコメの実施
パブリックコメントを9件実施し
た。
①喜多方市伝統的建造物群
保存地区条例原案　（意見な
し）
【文化課】
②喜多方市指定地域密着型
サービスの事業の人員、設備
及び運営に関する基準等を定
める条例の一部改正（意見な
し）
【高齢福祉課】
③喜多方市教育振興基本計
画（素案）（意見14件）
【教育総務課】
④喜多方市地域包括ケアシス
テム推進計画基本構想（案）
（意見なし）
【高齢福祉課】
⑤喜多方市空家等対策計画
（案）（意見なし）
【建築住宅課】
⑥第3次喜多方市男女共同参
画推進基本計画（案）（意見な
し）
【企画調整課】
⑦喜多方市公共施設等総合
管理計画（案）（意見1件）
【財政課】
⑧喜多方市自治基本条例
（案）（意見2件）
【企画調整課】
⑨喜多方市一般廃棄物処理
基本計画（案）（意見なし）
【環境課】

意見の把握に努める。 実施実施実施実施
意見の把握がで意見の把握がで意見の把握がで意見の把握がで
きた。きた。きた。きた。

引き続き意見の引き続き意見の引き続き意見の引き続き意見の
把握と反映に努把握と反映に努把握と反映に努把握と反映に努
めていく。めていく。めていく。めていく。

パブコメの結果をパブコメの結果をパブコメの結果をパブコメの結果を
踏まえて条例や踏まえて条例や踏まえて条例や踏まえて条例や
計画を制定。計画を制定。計画を制定。計画を制定。

企画調整課
関係各課
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【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）

設定する目標値等
考えられる
取組効果

平成28年度の取組
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

継続した取組を進める。 継続した取組を進める。

【実績】
公民館において利用者
アンケート調査を実施し
た。
・アンケート回収　115件
【企画調整課】

　

・さまざまなニーズに対
応するため、市ホーム
ページをリニューアルす
る。
・企業への情報提供
（メールマガジンの配信）
週1回程度。

・行政情報発信の取組を
進める。
・企業への情報提供
（メールマガジンの配信）
週1回程度。

【実績】
・市広報紙とお知らせ版
の発行。
・FM放送の活用。
・市ホームページリ
ニューアル実施。
（平成28年1月より新
ホームページ）
【企画調整課】
　
・商工課メールマガジン
の発信（随時発信）。
市及び国・県の補助事
業公募、各種団体の講
演会、商談会の開催情
報等を発信。
【商工課】

　

37373737
(1)市民の意
見の反映

②公共施設のアンケー②公共施設のアンケー②公共施設のアンケー②公共施設のアンケー
ト調査ト調査ト調査ト調査

公共施設について、利用者の意見を
アンケート調査し、改善につなげる。

意見の反映
アンケートの回収結果を公共
施設（公民館）へ送付し、改善
へつなげるよう依頼した。

・アンケート回収　25件
できるだけ多くの意見が寄せ
られるよう、来庁者への声掛け
等について公民館へ依頼して
いる。
　昨年度115件
　昨年度比△90件

実施実施実施実施

アンケート回収件アンケート回収件アンケート回収件アンケート回収件
数を27年度と比数を27年度と比数を27年度と比数を27年度と比
較すると減少と較すると減少と較すると減少と較すると減少と
なったが、利用者なったが、利用者なったが、利用者なったが、利用者
の意見を反映し、の意見を反映し、の意見を反映し、の意見を反映し、
改善するプロセス改善するプロセス改善するプロセス改善するプロセス
が確立された。が確立された。が確立された。が確立された。

積極的なアンケー積極的なアンケー積極的なアンケー積極的なアンケー
トの取組が必要でトの取組が必要でトの取組が必要でトの取組が必要で
ある。ある。ある。ある。
また、迅速かつダまた、迅速かつダまた、迅速かつダまた、迅速かつダ
イレクトに意見をイレクトに意見をイレクトに意見をイレクトに意見を
反映するために、反映するために、反映するために、反映するために、
各施設でアンケー各施設でアンケー各施設でアンケー各施設でアンケー
トの集約を行い、トの集約を行い、トの集約を行い、トの集約を行い、
改善を図る。改善を図る。改善を図る。改善を図る。

企画調整課
（関係各課）

38383838
(2)市政の透
明性の確保

①各種行政情報の発①各種行政情報の発①各種行政情報の発①各種行政情報の発
信信信信

市広報やインターネット等を活用し、
各種行政情報の充実を図る。

行政情報提供の充
実
情報の一元化・共
有化による企業支
援の強化・充実

・市ホームページ等により行政
情報発信の取組を進めてい
る。
【企画調整課】

・商工課メールマガジンの発信
（随時発信）。
市及び国・県の補助事業公
募、各種団体の講演会、商談
会の開催情報等を発信。
【商工課】

タイムリーな情報を分かりやす
く発信するよう努めている。

・市ホームページの新規掲載
数および更新数
  1,068件
・市ホームページのページ
ビュー数
  1,573,318件
【企画調整課】

情報発信回数  38回発信
【商工課】

実施実施実施実施

市ホームページを市ホームページを市ホームページを市ホームページを
1月にリニューア1月にリニューア1月にリニューア1月にリニューア
ルし、スピード感ルし、スピード感ルし、スピード感ルし、スピード感
のある情報発信のある情報発信のある情報発信のある情報発信
体制を構築した。体制を構築した。体制を構築した。体制を構築した。
スマートフォンへスマートフォンへスマートフォンへスマートフォンへ
の対応やページの対応やページの対応やページの対応やページ
分類などを見直分類などを見直分類などを見直分類などを見直
し、見やすく探しし、見やすく探しし、見やすく探しし、見やすく探し
やすいホームやすいホームやすいホームやすいホーム
ページとした。ページとした。ページとした。ページとした。
【企画調整課】【企画調整課】【企画調整課】【企画調整課】

今後ともタイム今後ともタイム今後ともタイム今後ともタイム
リーな情報発信にリーな情報発信にリーな情報発信にリーな情報発信に
努める。努める。努める。努める。

企画調整課
商工課
（関係各課）
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【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）

設定する目標値等
考えられる
取組効果

平成28年度の取組
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

継続した取組を進める。 継続した取組を進める。

自治基本条例を制定し、
施行する。

自治基本条例を制定し、
施行する。

【実績】
条例の制定に向け調整
を実施するとともに元自
治基本条例策定事務局
員に対し、策定の進捗状
況について説明した。

市民との協働のま
ちづくりが図られる
ほか、行政だけで
は解決できない領
域への対応が可能
となる

①農業科支援員の設置
農業の専門的知識を有する方
の人的支援の必要性から、各
小学校の地域の方々に協力を
依頼し、現在、市内17校、96名
の支援員が児童及び教員に
指導助言を実施。
【学校教育課】

②市民活動を支援する事業
喜多方市市民活動支援セン
ター補助金（3,621千円）を運営
主体であるNPO法人喜多方市
民活動サポートネットワークに
交付している。
【生活防災課】
　
③一斉清掃の実施
行政区長の協力を得て、市民
参加型の一斉清掃を実施し
た。
【環境課】

④都市公園等の清掃及び除
草、トイレ清掃
地元行政区や団体とのサポー
ト協定を締結し、取組を継続し
て行った。
【建設課】

⑤レジ袋削減
Ｈ20年11月、市内4事業者、市
民団体及び行政が協定を締結
し、取組を継続している。
【環境課】

40404040
②自治基本条例の導②自治基本条例の導②自治基本条例の導②自治基本条例の導
入入入入

市民と行政の協働のまちづくりを推進
するため、市民の権利・責務、市民と
行政の関係を明確にし、本市の自治
の基本となる事項を定める条例を制
定する。

市政への関心や参
加意識を高める

【実績】
①農業科支援員の設置
農業の専門的知識を有
する方の人的支援の必
要性から、各小学校の
地域の方々に協力を依
頼し、現在、市内17校、
96名の支援員が児童及
び教員に指導助言を実
施。
【学校教育課】
　
②市民活動を支援する
事業
喜多方市市民活動支援
センター補助金（3,621千
円）を運営主体である
NPO法人喜多方市民活
動サポートネットワーク
に交付している。
【生活防災課】
　
③一斉清掃の実施
行政区長の協力を得
て、市民参加型の一斉
清掃を実施した。
【環境課】
　
④都市公園等の清掃及
び除草、トイレ清掃
地元行政区や団体との
サポート協定を締結し、
取組を継続して行った。
【建設課】
　
⑤レジ袋削減
平成20年11月、市内4事
業者、市民団体及び行
政が協定を締結し、取組
を継続している。
【環境課】

　

39393939

(3)協働・連
携によるまち
づくりの推進

①協働体制の推進①協働体制の推進①協働体制の推進①協働体制の推進

市民と行政の役割分担と責務の関
係、市民参加のあり方を見直し、行政
と市民のパートナー関係による協働
のまちづくりを進める。

条例制定に至っ条例制定に至っ条例制定に至っ条例制定に至っ
ておらず、効果とておらず、効果とておらず、効果とておらず、効果と
して表れていなして表れていなして表れていなして表れていな
い。い。い。い。

平成29年6月議会平成29年6月議会平成29年6月議会平成29年6月議会
へ条例を提出予へ条例を提出予へ条例を提出予へ条例を提出予
定。定。定。定。

企画調整課

市内全小学校において農業科
が実施され、支援員が児童及
び教員に指導助言を行った。
【学校教育課】

協働のパイプ役となる市民活
動支援センターで、補助金制
度、ボランティア活動等に対す
る相談を随時受け付けた。
【生活防災課】

地区の協力のもと実施でき
た。【環境課】

地元行政区や団体の協力を得
て取組を行った。
【建設課】

協定に基づき実施できてい
る。【環境課】

実施実施実施実施
協働の推進が図協働の推進が図協働の推進が図協働の推進が図
られた。られた。られた。られた。

引き続き取り組み引き続き取り組み引き続き取り組み引き続き取り組み
を行う。を行う。を行う。を行う。

関係各課

案が整い、パブリックコメントを
実施した。

条例の制定には至っていな
い。

実施に向け協議実施に向け協議実施に向け協議実施に向け協議
中中中中
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【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）

設定する目標値等
考えられる
取組効果

平成28年度の取組
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

継続した取組を進める。
・ごみ排出量削減
895ｇ/人日
（うち可燃ごみ排出量
458g/人日）
　
・レジ袋辞退率
88.5%

継続した取組を進める。
・ごみ排出量削減
885ｇ/人日
（うち可燃ごみ排出量
453g/人日）
　
・レジ袋辞退率
89.0%

【実績】
・1人1日あたりの可燃ご
み排出量
5.0%増加　528ｇ
達成率　▲56%
　
・レジ袋削減協定参加店
のレジ袋辞退率
86.8%
達成率
98%

　

統合に向けた協議、調
整。

統合。

【実績】
平成28年度中に塩川町
国際交流協会が会津喜
多方国際交流協会に統
合することで、協議が
整った。

　

・ごみ
可燃ごみ削減によ
る山都工場の燃料
削減

・レジ袋
使い捨て枯渇資源
の削減

・ごみカレンダーを全戸配布し
た。

・4月に、各行政区に廃棄物減
量等推進員を委嘱した。

・4月に全戸配布した環境基本
計画概要版にてごみの減量化
や分別徹底などを啓発した。

・環境基本計画説明会にてご
みの分別を啓発した。

・市広報6月号にごみの分別と
減量化、マイバッグ利用促進
を啓発した。

・ごみの分別やマイバック利用
促進について、市ホームペー
ジなどでの周知に努めた。

・出前講座、環境学習会を実
施した。

・子供会等が行う資源回収を
報奨した。

【1人1日あたりの【1人1日あたりの【1人1日あたりの【1人1日あたりの
可燃ごみ排出量】可燃ごみ排出量】可燃ごみ排出量】可燃ごみ排出量】

ＤＤＤＤ

【レジ袋削減協定【レジ袋削減協定【レジ袋削減協定【レジ袋削減協定
参加店のレジ袋参加店のレジ袋参加店のレジ袋参加店のレジ袋

辞退率】辞退率】辞退率】辞退率】
ＡＡＡＡ

・1人1日あたりの・1人1日あたりの・1人1日あたりの・1人1日あたりの
可燃ごみ排出量可燃ごみ排出量可燃ごみ排出量可燃ごみ排出量
は、17年度(503ｇ)は、17年度(503ｇ)は、17年度(503ｇ)は、17年度(503ｇ)
比で10%削減を目比で10%削減を目比で10%削減を目比で10%削減を目
標とした453gで標とした453gで標とした453gで標とした453gで
あったが、平成28あったが、平成28あったが、平成28あったが、平成28
年度の実績は519年度の実績は519年度の実績は519年度の実績は519
ｇ(目標値比でｇ(目標値比でｇ(目標値比でｇ(目標値比で
32％増)で、効果32％増)で、効果32％増)で、効果32％増)で、効果
が見て取れないが見て取れないが見て取れないが見て取れない
が、昨年よりは9ｇが、昨年よりは9ｇが、昨年よりは9ｇが、昨年よりは9ｇ
減少している。し減少している。し減少している。し減少している。し
かし、ごみ（可燃・かし、ごみ（可燃・かし、ごみ（可燃・かし、ごみ（可燃・
不燃・粗大ごみ）不燃・粗大ごみ）不燃・粗大ごみ）不燃・粗大ごみ）
の排出量を見るとの排出量を見るとの排出量を見るとの排出量を見ると
目標値885ｇ/人目標値885ｇ/人目標値885ｇ/人目標値885ｇ/人
日を下回り880ｇ/日を下回り880ｇ/日を下回り880ｇ/日を下回り880ｇ/
人日（5ｇ減）と目人日（5ｇ減）と目人日（5ｇ減）と目人日（5ｇ減）と目
標達成した。標達成した。標達成した。標達成した。

・レジ袋辞退率・レジ袋辞退率・レジ袋辞退率・レジ袋辞退率
は、目標であるは、目標であるは、目標であるは、目標である
89%には届かな89%には届かな89%には届かな89%には届かな
かったが、レジ袋かったが、レジ袋かったが、レジ袋かったが、レジ袋
削減協定参加店削減協定参加店削減協定参加店削減協定参加店
の86.4%のお客様の86.4%のお客様の86.4%のお客様の86.4%のお客様
がレジ袋を使用しがレジ袋を使用しがレジ袋を使用しがレジ袋を使用し
ていない状況。引ていない状況。引ていない状況。引ていない状況。引
き続きマイバッグき続きマイバッグき続きマイバッグき続きマイバッグ
等の利用促進を等の利用促進を等の利用促進を等の利用促進を
図る。図る。図る。図る。

可燃ごみ増加の可燃ごみ増加の可燃ごみ増加の可燃ごみ増加の
原因には、プラス原因には、プラス原因には、プラス原因には、プラス
チックの他に、重チックの他に、重チックの他に、重チックの他に、重
い雑誌や段ボーい雑誌や段ボーい雑誌や段ボーい雑誌や段ボー
ルなども資源物とルなども資源物とルなども資源物とルなども資源物と
して分別されず捨して分別されず捨して分別されず捨して分別されず捨
てられている実態てられている実態てられている実態てられている実態
と、野焼き禁止規と、野焼き禁止規と、野焼き禁止規と、野焼き禁止規
定の浸透による定の浸透による定の浸透による定の浸透による
庭木の剪定枝や庭木の剪定枝や庭木の剪定枝や庭木の剪定枝や
草などの増加が草などの増加が草などの増加が草などの増加が
あげられる。あげられる。あげられる。あげられる。

・広報、市ホーム・広報、市ホーム・広報、市ホーム・広報、市ホーム
ページ等により、ページ等により、ページ等により、ページ等により、
ごみ減量化や分ごみ減量化や分ごみ減量化や分ごみ減量化や分
別の啓発や出前別の啓発や出前別の啓発や出前別の啓発や出前
講座を行う。講座を行う。講座を行う。講座を行う。

・各種団体が行う・各種団体が行う・各種団体が行う・各種団体が行う
資源回収を報奨資源回収を報奨資源回収を報奨資源回収を報奨
する。する。する。する。

・小型家電リサイ・小型家電リサイ・小型家電リサイ・小型家電リサイ
クルの導入を検クルの導入を検クルの導入を検クルの導入を検
討する。討する。討する。討する。

・マイバック等の・マイバック等の・マイバック等の・マイバック等の
利用促進が図ら利用促進が図ら利用促進が図ら利用促進が図ら
れている。協力店れている。協力店れている。協力店れている。協力店
の増加と、市民への増加と、市民への増加と、市民への増加と、市民へ
の啓発に努める。の啓発に努める。の啓発に努める。の啓発に努める。

環境課

42424242
④各種団体等の統合④各種団体等の統合④各種団体等の統合④各種団体等の統合
の促進の促進の促進の促進

関係団体の再編・統合に向けた支援・
協力を行う（国際交流協会）

事業の実施範囲の
拡充及び国際交流
に対する市民意識
の高揚

塩川町国際交流協会が解散し
た。
山都町国際交流協会について
は、協議中。

41414141

分別の徹底を市民に呼びかけるととも
に、マイバッグ等の利用を促進するこ
とにより可燃ごみの減量化やプラス
チック製容器包装の資源リサイクル化
に努め、二酸化炭素排出量の削減に
取り組む。
※平成28年度までに1人1日あたりの
可燃ごみ排出量を平成17年度比10%
削減
※平成30年度までにレジ袋削減協定
参加店のレジ袋辞退率90%

・プラスチック製容器包装の分
別収集を週1回実施。

・1人1日あたりのごみ排出量
880ｇ/人日0.6%減少
・1人1日あたりの可燃ごみ排
出量（基準の平成17年度503g
との比較）
　目標10%削減　453g
　実績519g（基準の3.1%増）
  達成率　▲32%

　・レジ袋削減協定参加店のレ
ジ袋辞退率
　目標　89.0%
　実績　86.4%
　達成率　97.1%

(3)協働・連
携によるまち
づくりの推進

③地球環境にやさしい③地球環境にやさしい③地球環境にやさしい③地球環境にやさしい
まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり

塩川町国際交流協会解散
H29.1.31

一部実施一部実施一部実施一部実施
話し合いの結果、話し合いの結果、話し合いの結果、話し合いの結果、
塩川町国際交流塩川町国際交流塩川町国際交流塩川町国際交流
協会が解散した。協会が解散した。協会が解散した。協会が解散した。

山都町国際交流山都町国際交流山都町国際交流山都町国際交流
協会については、協会については、協会については、協会については、
今後の理事会等今後の理事会等今後の理事会等今後の理事会等
での議論を踏まえでの議論を踏まえでの議論を踏まえでの議論を踏まえ
再度検討する。再度検討する。再度検討する。再度検討する。

企画調整課
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【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績【資料１】平成28年度行政改革実施計画取組実績

大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）大綱3　市民との協働・連携の推進による行政運営の取組（No.36～No.44）

27年度 28年度 ①取組実績 ②取組達成状況 ③達成判定

実施計画の内容 取組実績等

№№№№ 基本項目 実施項目と概要
具体的な取組内容

（計画）

設定する目標値等
考えられる
取組効果

平成28年度の取組
④取組効果
（数値化）

⑤取組実績と達
成状況を踏まえた

今後の方向性
担　当　課　

各種委員会の女性委員
登用率　38%

各種委員会の女性委員
登用率　40%

【実績】
各種委員会の女性登用
率　委員会数
36組織
委員総数　　496人
女性数　　　150人
女性登用率　30.2%
達成率　　　79.5%

　

市民活動支援センター
運営団体の会員数
・団体会員15団体
・個人会員100人
・ＮＰＯ法人組織数22団
体

市民活動支援センター
運営団体の会員数
・団体会員24団体
・個人会員160人
・ＮＰＯ法人組織数22団
体

【実績】
喜多方市市民活動支援
センター
・団体会員数　5団体
　達成率　　　　33.3%

・個人会員　　40人
　達成率　　　40.0%

・NPO法人組織数　23団
体
　達成率　　104.5%

　

43434343

(3)協働・連
携によるまち
づくりの推進

⑤男女共同参画社会⑤男女共同参画社会⑤男女共同参画社会⑤男女共同参画社会
の実現に向けた取組の実現に向けた取組の実現に向けた取組の実現に向けた取組
の推進の推進の推進の推進

男女共生社会を推進するため、男女
共同参画基本計画及び実施計画に基
づき、各種事業を実施する。

政策決定過程にお
ける女性参画機会
の拡大

○市民活動支援センター運営
・団体の会員数
  目標　   24団体
  実績　   　6団体
  達成率    25.0%
　
・個人会員
  目標　   160人
  実績　     43人
  達成率   26.9%

・ＮＰＯ法人組織数
　目標　　22団体
　実績　　23団体
　達成率　104.5%

各種委員会の女性登用率　委
員会数
35組織
委員総数　    560人
女性数　　     169人
女性登用率　30.2％
（平成28年4月1日現在）

企画調整課

各種委員会女性登用率
目標　             40.0％
実績　             30.2％
※達成率       　75.5％
昨年度同時期　30.2％

ＢＢＢＢ

政策決定過程に政策決定過程に政策決定過程に政策決定過程に
おいて女性参画おいて女性参画おいて女性参画おいて女性参画
が図られているが図られているが図られているが図られている
が、目標を下回っが、目標を下回っが、目標を下回っが、目標を下回っ
た。た。た。た。
女性の登用率女性の登用率女性の登用率女性の登用率
30.2％30.2％30.2％30.2％

各課等に各種委各課等に各種委各課等に各種委各課等に各種委
員会の改選時に員会の改選時に員会の改選時に員会の改選時に
は女性の登用をは女性の登用をは女性の登用をは女性の登用を
積極的に図るよう積極的に図るよう積極的に図るよう積極的に図るよう
依頼し、継続して依頼し、継続して依頼し、継続して依頼し、継続して
女性参画機会の女性参画機会の女性参画機会の女性参画機会の
拡大を進めてい拡大を進めてい拡大を進めてい拡大を進めてい
く。く。く。く。

【市民活動支援セ【市民活動支援セ【市民活動支援セ【市民活動支援セ
ンター運営】ンター運営】ンター運営】ンター運営】
・団体　Ｄ・団体　Ｄ・団体　Ｄ・団体　Ｄ
・個人　Ｄ・個人　Ｄ・個人　Ｄ・個人　Ｄ

【ＮＰＯ法人組織【ＮＰＯ法人組織【ＮＰＯ法人組織【ＮＰＯ法人組織
数】数】数】数】
ＡＡＡＡ

○市民活動支援○市民活動支援○市民活動支援○市民活動支援
センター運営団体センター運営団体センター運営団体センター運営団体
の会員数は、団の会員数は、団の会員数は、団の会員数は、団
体会員及び個人体会員及び個人体会員及び個人体会員及び個人
会員とも目標に大会員とも目標に大会員とも目標に大会員とも目標に大
きく満たない状況きく満たない状況きく満たない状況きく満たない状況
である。である。である。である。
　　　　
○ＮＰＯ法人組織○ＮＰＯ法人組織○ＮＰＯ法人組織○ＮＰＯ法人組織
数は23団体とな数は23団体とな数は23団体とな数は23団体とな
り、目標を達成しり、目標を達成しり、目標を達成しり、目標を達成し
ている。ている。ている。ている。

○市民活動支援○市民活動支援○市民活動支援○市民活動支援
センターの組織強センターの組織強センターの組織強センターの組織強
化を図るとともに化を図るとともに化を図るとともに化を図るとともに
支援内容を周知支援内容を周知支援内容を周知支援内容を周知
し、支援センターし、支援センターし、支援センターし、支援センター
の有効性を発信の有効性を発信の有効性を発信の有効性を発信
することにより、することにより、することにより、することにより、
運営団体である運営団体である運営団体である運営団体である
NPO法人喜多方NPO法人喜多方NPO法人喜多方NPO法人喜多方
市民活動サポート市民活動サポート市民活動サポート市民活動サポート
ネットワークの組ネットワークの組ネットワークの組ネットワークの組
織強化と会員数織強化と会員数織強化と会員数織強化と会員数
の増につなげての増につなげての増につなげての増につなげて
いきたい。いきたい。いきたい。いきたい。
　　　　
　　　　
○NPO法人組織○NPO法人組織○NPO法人組織○NPO法人組織
数については、目数については、目数については、目数については、目
標に達しているも標に達しているも標に達しているも標に達しているも
のの、今後も取得のの、今後も取得のの、今後も取得のの、今後も取得
を検討している団を検討している団を検討している団を検討している団
体への支援を実体への支援を実体への支援を実体への支援を実
施していく。施していく。施していく。施していく。

生活防災課
44444444

⑥ＮＰＯ・ボランティア⑥ＮＰＯ・ボランティア⑥ＮＰＯ・ボランティア⑥ＮＰＯ・ボランティア
活動団体・行政区や市活動団体・行政区や市活動団体・行政区や市活動団体・行政区や市
民団体等への支援と連民団体等への支援と連民団体等への支援と連民団体等への支援と連
携携携携

ボランティア・市民活動への行政の支
援のあり方の検討及び支援

市民団体等との協
働の推進

喜多方市市民活動支援セン
ター補助金をNPO法人喜多方
市民活動サポートネットワーク
に交付し、次に掲げる事業を
実施している。
1  市民活動団体の調査（6月
21日調査票発送）
2  広報紙の発行（6月・9月・1
月・3月）
3  ホームページによる市民活
動団体の活動情報、各種補助
金情報等の提供（随時更新）
4  人材育成のための各種講
座の開催
5  会員拡大に向けた入会の
促進
6  市民活動フェスティバルの
開催
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